
　※本評価における満足度及び重要度の「前年度との比較」については、前年度に報告した「H27の満足度及び重要度」の状況と一致しない。（H28市民満足度調査項目数の変更に伴い、H28と同条件で偏差値を再算定して検証を行っている）
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第四次宮崎市総合計画後期基本計画　戦略プロジェクト（８つの力）

目次 目次（部局ごと）
８つの力 主要施策 部局 所管課 ページ

3-1-3　施策2 介護予防の推進 福祉部 介護保険課 1

3-1-3　施策３ 高齢者の生きがいづくり支援 福祉部 長寿支援課 2

3-2-1　施策1 一人一人の健康づくりの取り組みの推進 健康管理部 健康支援課 2

3-2-1　施策2 生活習慣病予防対策の推進 健康管理部 健康支援課 3

3-2-2　施策1 地域医療・救急医療・災害時医療体制の充実 健康管理部 保健医療課 3

5-2-2　施策1 誰もが気軽に楽しめるスポーツの振興 観光商工部 スポーツランド推進課 4

3-1-4　施策1 子育て支援機能の充実 福祉部 子育て支援課 5

3-1-4　施策３ ワーク・ライフ・バランスを支える保育サービスの充実 福祉部 保育幼稚園課 6

3-1-4　施策３ ワーク・ライフ・バランスを支える保育サービスの充実 教育委員会 生涯学習課 6

5-1-1　施策1 学力向上の充実 教育委員会 学校教育課 7

5-1-1　施策4 生徒指導の充実 教育委員会 学校教育課 7

5-1-2　施策1 地域の教育力の向上 教育委員会 生涯学習課 8

5-3-2　施策2 家庭、事業所、地域における環境づくり 地域振興部 文化・市民活動課 8

1-1-1　施策1 地域自治区などを中心とした住民主体のまちづくりの促進 地域振興部 地域コミュニティ課 9

1-1-1　施策２ 自治会など地域の各種団体の活性化 地域振興部 地域コミュニティ課 10

1-1-1　施策３ まちづくりリーダーの育成 地域振興部 地域コミュニティ課 10

1-2-4　施策2 地域の特色を生かした施策の推進（佐土原） 佐土原総合支所 佐土原・地域総務課 11

1-2-4　施策2 地域の特色を生かした施策の推進（田野） 田野総合支所 田野・地域総務課 11

1-2-4　施策2 地域の特色を生かした施策の推進（高岡） 高岡総合支所 高岡・地域総務課 12

1-2-4　施策2 地域の特色を生かした施策の推進（清武） 清武総合支所 清武・地域総務課 12

3-1-1　施策1 地域主体の支え合い活動の推進 福祉部 福祉総務課 13

3-3-1　施策1 防災意識の向上 総務部 危機管理課 14

3-3-1　施策3 災害時要援護者避難支援体制の充実 福祉部 福祉総務課 15

3-3-１　施策4 自主防災組織の結成・育成 総務部 危機管理課 15

3-3-1　施策5 消防団組織の強化 消防局 消防局総務課 16

3-3-3　施策1 東日本大震災を踏まえた地震・津波対策の推進 総務部 危機管理課 16
2-1-2　施策2 ごみの減量化・資源化の推進 環境部 環境業務課 17
2-1-2　施策4 省エネルギー活動・クリーンエネルギー利用の促進・推進 環境部 環境保全課 18
2-1-3　施策1 生活排水処理施設整備の促進 環境部 廃棄物対策課 18
2-1-3　施策1 生活排水処理施設整備の促進 上下水道局 下水道整備課 19
2-1-3　施策2 河川浄化対策の推進 環境部 環境保全課 19
2-1-4　施策2 緑豊かなまちづくりの推進 都市整備部 景観課 20
4-1-1　施策3 みやざきブランドの確立 農政部 農政企画課/農業振興課 21
4-1-1　施策4 ６次産業化の取り組みの推進 農政部 農政企画課 22
4-1-1　施策5 農林水産物の安全・安心への取り組み推進 農政部 農業振興課 22
4-1-1　施策7 漁業経営の安定化と漁協の経営基盤強化の推進 農政部 森林水産課 23
4-2-2　施策3 産業情報の発信 観光商工部 商業労政課 23
2-1-4　施策3 花のあふれるまちづくりの推進 都市整備部 景観課 24
4-1-2　施策1 個性的な観光リゾートづくりの推進 観光商工部 観光戦略課 25
4-1-2　施策3 スポーツランドみやざきの推進 観光商工部 スポーツランド推進課 25
4-1-2　施策4 青島地域の活性化 観光商工部 観光戦略課 26
5-2-2　施策2 スポーツ施設の整備 観光商工部 スポーツランド推進課 26
2-2-2　施策1 にぎわいの創出 観光商工部 商業労政課 27
4-2-1　施策2 商店街の活性化 観光商工部 商業労政課 28
4-2-2　施策2 業種を越えた連携の強化 観光商工部 工業政策課 28
4-3-1　施策1 宮崎の産業の担い手育成支援 観光商工部 商業労政課 29
4-3-2　施策1 企業誘致の推進 観光商工部 工業政策課 29
4-3-2　施策2 雇用の場の創出 観光商工部 工業政策課 30
4-2-3　施策1

4-2-3　施策2
流通ネットワークの充実／流通ネットワーク基盤の整備促進 企画財政部 企画政策課 30

健康力

防災力

環境力

ブランド力

滞在力

人財力

地域力

経済力

部局 所管課 ８つの力 主要施策 ページ

企画財政部 企画政策課 経済力
4-2-3　施策1

4-2-3　施策2
流通ネットワークの充実／流通ネットワーク基盤の整備促進 30

危機管理課 防災力 3-3-1　施策1 防災意識の向上 14

危機管理課 防災力 3-3-１　施策4 自主防災組織の結成・育成 15

危機管理課 防災力 3-3-3　施策1 東日本大震災を踏まえた地震・津波対策の推進 16

文化・市民活動課 人財力 5-3-2　施策2 家庭、事業所、地域における環境づくり 8

地域コミュニティ課 地域力 1-1-1　施策1 地域自治区などを中心とした住民主体のまちづくりの促進 9

地域コミュニティ課 地域力 1-1-1　施策２ 自治会など地域の各種団体の活性化 10

地域コミュニティ課 地域力 1-1-1　施策３ まちづくりリーダーの育成 10

環境業務課 環境力 2-1-2　施策2 ごみの減量化・資源化の推進 17

環境保全課 環境力 2-1-2　施策4 省エネルギー活動・クリーンエネルギー利用の促進・推進 18

廃棄物対策課 環境力 2-1-3　施策1 生活排水処理施設整備の促進 18

環境保全課 環境力 2-1-3　施策2 河川浄化対策の推進 19

介護保険課 健康力 3-1-3　施策2 介護予防の推進 1

長寿支援課 健康力 3-1-3　施策３ 高齢者の生きがいづくり支援 2

子育て支援課 人財力 3-1-4　施策1 子育て支援機能の充実 5

保育幼稚園課 人財力 3-1-4　施策３ ワーク・ライフ・バランスを支える保育サービスの充実 6

福祉総務課 地域力 3-1-1　施策1 地域主体の支え合い活動の推進 13

福祉総務課 防災力 3-3-1　施策3 災害時要援護者避難支援体制の充実 15

健康支援課 健康力 3-2-1　施策1 一人一人の健康づくりの取り組みの推進 2

健康支援課 健康力 3-2-1　施策2 生活習慣病予防対策の推進 3

保健医療課 健康力 3-2-2　施策1 地域医療・救急医療・災害時医療体制の充実 3

農政企画課/農業振興課 ブランド力 4-1-1　施策3 みやざきブランドの確立 21

農政企画課 ブランド力 4-1-1　施策4 ６次産業化の取り組みの推進 22

農業振興課 ブランド力 4-1-1　施策5 農林水産物の安全・安心への取り組み推進 22

森林水産課 ブランド力 4-1-1　施策7 漁業経営の安定化と漁協の経営基盤強化の推進 23

スポーツランド推進課 健康力 5-2-2　施策1 誰もが気軽に楽しめるスポーツの振興 4

商業労政課 ブランド力 4-2-2　施策3 産業情報の発信 23

観光戦略課 滞在力 4-1-2　施策1 個性的な観光リゾートづくりの推進 25

スポーツランド推進課 滞在力 4-1-2　施策3 スポーツランドみやざきの推進 25

観光戦略課 滞在力 4-1-2　施策4 青島地域の活性化 26

スポーツランド推進課 滞在力 5-2-2　施策2 スポーツ施設の整備 26

観光商工部 商業労政課 経済力 2-2-2　施策1 にぎわいの創出 27

商業労政課 経済力 4-2-1　施策2 商店街の活性化 28

工業政策課 経済力 4-2-2　施策2 業種を越えた連携の強化 28

商業労政課 経済力 4-3-1　施策1 宮崎の産業の担い手育成支援 29

工業政策課 経済力 4-3-2　施策1 企業誘致の推進 29

工業政策課 経済力 4-3-2　施策2 雇用の場の創出 30

景観課 環境力 2-1-4　施策2 緑豊かなまちづくりの推進 20

景観課 滞在力 2-1-4　施策3 花のあふれるまちづくりの推進 24

佐土原総合支所 佐土原・地域総務課 地域力 1-2-4　施策2 地域の特色を生かした施策の推進（佐土原） 11

田野総合支所 田野・地域総務課 地域力 1-2-4　施策2 地域の特色を生かした施策の推進（田野） 11
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 健康力

2　重点テーマ（８つの力）を構成する主要施策の取組状況

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-1-3-2 0.32 0.30 0.31 0.31 0.24 

0.27 -0.06 -0.12 0.03 

事業費 39,434 千円

満足度 介護保険課 気づいて防ごう！脳力チェック事業 370

やや低い 介護保険課 地域包括ケアシステム啓発事業 1,100

前回との比較
介護保険課 シニア応援ボランティア事業 6,730

重要度 介護保険課 介護予防グループ支援事業 2,850

高い 介護保険課 みんなで体操みんなで健幸事業 20,860

前回との比較
介護保険課 脳力・体力パワーアップ事業 7,524

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） １－１　健やかな心身づくりで『健康力』の向上

分析グラフ

達成度 満足度 重要度

福祉部 介護保険課 (70)3174

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

全
体
評
価

○達成度は「概ね順調」。市民意識調査の結果からは、「健康力」は、引き続き、現状を維持した取組が求められている。
（今後の方向性）
○少子高齢化に対応するため、地域の人材や資源を有効に活用し、市民の健康づくりや介護予防に社会全体で取り組む仕組みづくりを進める。
○「スポーツの振興」は、市民の健康保持・増進・地域のきずなづくりにも効果的であるにも関わらず市民の関心度が低いため、その重要性について、一層の周
知を図り、市民の意識向上に努める。

総事業費（千円）

3,539,688

　　　※１　「重点テーマ（８つの力）の達成度」　・・・・原則、重点テーマ（８つの力）を構成する下表の「主要施策」の達成度「Ａ」と「Ｂ」の占める割合が全体の９０％以上を「順調」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０％以上９０％未満を「概ね順調」、７０％以上８０％未満を「やや遅れている」、７０％未満を「遅れている」とする。
　　　※２　「主要施策の達成度」 ・・・・原則、目標値に対する達成割合が９０％以上を「Ａ」、８０％以上９０％未満を「Ｂ」、７０％以上８０％未満を「Ｃ」、７０％未満の場合を「Ｄ」とする。

概ね順調 高い やや高い

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

要介護・要支援認
定率の伸び率

％ A

1

・介護予防を推進するため、宮崎いきいき健幸体操による健
康運動教室の開催やスポーツクラブなどを活用した、「今こ
そ鍛えてよみがえれ事業」などに取り組んだ。特に、健康運
動教室は、市内120ヶ所で開催され、延べ参加人数は45,095
人である。毎年、延べ参加人数は増加している。
・佐土原地区において介護予防フェスタを行い、地域包括ケ
アシステムの普及啓発に努めるとともに、地域包括ケアシス
テム情報誌「ぐるみん宮崎」を刊行し、市内60歳以上の方が
居られる世帯約92,000世帯に配付。
【H28年度評価コメントへの対応】
①「新しい総合事業」(H29.4開始)では、全ての65歳以上の
高齢者を対象とした「一般介護予防事業」として、事業の展
開を図ることとなっている。
②H28年度は、介護予防事業にかかる全ての既存事業の見
直しを図り、H29年度・新規事業の構築を行った。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
・「今後の重要度」においては、8割近い方がその重要性を認識
しつつ、3割の方しか満足していないという結果になっている。
・地域包括ケアシステム情報誌「ぐるみん宮崎」を刊行し、「新
しい総合事業」や、市内で行われている「いきいき健幸体操」の
状況等について紹介を行った。今後とも、介護予防にかかる事
業等について、継続して周知を図っていく必要がある。

・地域包括ケアシステム構築の大きな柱の１つとして「介
護予防」は位置付けられており、高齢者が住み慣れた地
域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができ
るよう、その取組みを強化しなければならない。
・新年度から新規事業として取組む「みんなで体操みんな
で健幸事業」、「脳力・体力パワーアップ事業」、「気づいて
防ごう！脳力チェック事業」については、介護予防に取組
む重要な事業と位置付けているので、事業の効果を数値
化し、周知方法について検討する。
・地域ケア会議等で提案された事項について、精査を行
い、事業の組立てについて検討を行う。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、平成２９年４月にスタートする「新しい総合事
業」に向け、介護予防に社会全体で取り組む仕組みづくり
を進めること。

【H29年度評価コメント】
①平成２９年４月にスタートした「新しい総合事業」の取組を
強化するため、事業の効果を分析し、地域ケア会議等の意
見を踏まえて、より効果的なものとなるよう検討すること。
②地域の方に「ぐるみん宮崎」を周知・理解してもらうため
に、出前講座を実施するとともに、地区毎に講演会を行う
等の働きかけを行うこと。介

護
予
防
の
推
進

健康力

高

↑

↓

低

低 ← → 高満足度

積極的
に対応

現状
維持

重
要
度

必要性
を検討

改善を
検討

高齢者の介護予防の推進

高

↑

↓

低

低 ← → 高満足度

積極的
に対応

現状
維持

重
要
度

必要性
を検討

改善を
検討



1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 健康力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） １－１　健やかな心身づくりで『健康力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-1-3-3 218 218.5 219 219 未確定

194 182 161 未確定

295 295.5 296 296 296

282 283 268 286

事業費 404,334 千円

満足度 長寿支援課 敬老バス事業 369,000 子育て支援課
生き活き地域子育て活動応援事業（地方
創生）

3,800

やや低い 長寿支援課 老人クラブ活動助成事業 21,960

前回との比較
長寿支援課 小規模老人クラブ育成支援事業 1,500

重要度 長寿支援課 老人クラブ活動活性化推進事業 1,364

やや高い 長寿支援課
生き活き地域子育て活動応援事業（長
寿）（地方創生）

1,890

前回との比較
介護保険課

生き活き地域活動応援事業（地方創
生）

4,820

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-2-1-1 49.5 50.5 51.5 52.0 53.0 

48.9 57.3 43.9 未確定

7.0 8.0 9.0 10.0 10.0 

7.5 8.2 7.3 6.6 

65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 

59.8 60.1 59.9 58.9 

事業費 1,251,224 千円

満足度 親子保健課 乳幼児等定期予防接種事業 865,000 健康支援課 歯周疾患検診事業 16,300 718

高い 親子保健課 乳幼児任意予防接種事業 80,200 健康支援課 どこでもロコモ予防事業（地方創生） 1,600 700

前回との比較
医療介護連携課 健診データ解析事業 270 健康支援課 健康みやざきマイレージ事業（地方創生） 10,000 1,240

重要度 医療介護連携課 地域に寄り添う保健活動展開事業 1,630 健康支援課 歯科健診委託事業 15,266 6,000

高い 健康支援課 幼児むし歯予防事業 15,000 健康支援課 口腔保健支援センター業務委託事業 6,000 3,349

前回との比較
健康支援課 高齢者等定期予防接種事業 230,000 健康支援課 自殺予防対策事業 1,300

福祉部 長寿支援課 (70)3172

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

健康管理部 健康支援課 (70)4244

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

健康支援課 自殺対策人材養成事業

健康支援課
うつ病等医療連携システム推進事
業

健康支援課
第２次健康みやざき市民プラン推
進事業

保健給食課 学校フッ化物応用事業

農政企画課
野菜消費日本一食育推進事業
【再掲】

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

老人クラブ活動延
べ参加人員

千人 －

◆高齢者の生きがいづくりと社会参加を促進するため、高
齢者が豊かな経験や知識を生かし、生活支援の担い手とし
て活動できる居場所の創出や高齢者による子育て支援活動
の取組を推進した。関係する事業について引き続き平成29
年度当初予算に反映した。

【平成28年度評価コメントへの対応】
「新しい総合事業」の開始にあたり、これらの事業も総合事
業と同様、高齢者の自立と地域の支え合いの体制づくりを
めざし、生きがいと誇りを持って活躍できるよう、高齢者の社
会参加を支援した。

◆老人クラブ等の団体は高齢者の活動の場として重要である
が、一方で、加入者は減少傾向にある。人間関係や地域での
活動に抵抗を感じる人も少なくない現状もあり、高齢者のニー
ズはさまざまである。住み慣れた地域で安心して生活を送るに
は、互いに支え合う地域社会の実現が重要であることから、高
齢者同士のふれあいを深める活動や地域活動に参加する機
会を通じて、高齢者の満足度を高めていく必要がある。

◆元気な高齢者の活躍の場の創出と地域全体で支え合う
体制を整備するため、平成２８年度から、地域で生活支援
に取り組む団体の支援や高齢者による子育て支援活動を
推進する事業を実施している。今後も高齢者の生きがい
づくりにつながるよう、関係機関・団体等との連携を図って
いく。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、平成２９年４月にスタートする「新しい総合事
業」に向け、高齢者が豊かな経験や知識を生かして活躍で
きる方法等を進めること。

【H29年度評価コメント】
①平成２９年４月にスタートした「新しい総合事業」を強化す
るため、高齢者の生きがいづくり支援がより効果的なものと
なるよう、関係機関・団体と検討すること。
②高齢者のニーズを把握しながら、老人クラブの加入促進
のための取組を推進すること。

生きがい支援施設
の延べ利用人数

千人 Ａ

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

身体活動を実施し
ている人の割合の
増加(40～64歳)

％ －

◆各種のイベントやメディア（広報、ＦＢ）を通じて健康に関す
る情報提供や保健事業の啓発等を実施した。
◆予防接種、歯科健（検）診、自殺予防対策事業等を継続
的に実施した。
【H28年度評価コメントへの対応】
①宮崎大学医学部との共催によりロコモティブシンドローム
（運動器症候群）の正しい知識の普及を図るとともに、ロコモ
検診等を実施し、ロコモ予防に取り組んだ。また、健康づくり
推進員や食生活改善推進員と連携し、健康づくりの推進に
努めた。

◆市民の健康課題、ニーズ等を的確に捉え、より効率的・効果
的な事業推進のあり方を検討する必要がある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
・「健康づくりの推進」は、満足度と重要度共に高い状況である
が、引き続き、各種のイベント等を通じて健康に関する情報提
供や保健事業の啓発等を実施する必要がある。

◆健康みやざきマイレージ事業（検診や健康づくりイベント
への参加者に対し、特典を与える）を推進し、市民一人ひ
とりの健康に対する意識向上や健康づくり活動を支援す
る。
◆地域や企業・団体等との連携を強化し、市民が健康に
対する意識を向上させる社会・生活環境の醸成を図る。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、地域、企業や団体、医療機関など、関係機関
と連携し、市民の健康づくりの意識の向上を図ること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、地域、企業や団体、医療機関など、関係機関
と連携し、市民の健康づくりの意識と満足度の向上を図る
こと。

歯周疾患検診受診
率の増加

％ Ｄ

高齢者等インフル
エンザ予防接種接
種率の増加

％ A
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高齢者の生きがいづくり支援
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度
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健康づくりの推進

高

↑

↓

低

低 ← → 高満足度

積極的
に対応
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維持

重
要
度

必要性
を検討

改善を
検討



1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 健康力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） １－１　健やかな心身づくりで『健康力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-2-1-2 13.9 13.0 12.0 12.0 12.0

14.6 14.6 15.2 未確定

76.0 75.0 73.0 73.0 73.0 

72.8 80.8 68.2 70.9 

91 90 89 88 85

96 99 95 未確定

事業費 367,777 千円

満足度 医療介護連携課 成人等健康教育・健康相談事業 3,267

高い 健康支援課 がん検診推進事業 23,400

前回との比較
健康支援課 集団健康診査事業 87,400

重要度 健康支援課 個別健康診査事業 253,000

高い 健康支援課 慢性腎臓病（ＣＫＤ）連携システム推進事業 710

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-2-2-1 ― ― 43.2 43.8 46.0

― 39.3 39.8 45.7

― ― 361 ― 371

360 ― 370 ―

事業費 1,448,436 千円

満足度 親子保健課 乳幼児医療費助成事業 940,000 保健医療課
産科・小児科等医療機関開設及び継承
支援事業（地方創生）

10,000

やや高い 保健医療課 夜間急病センター管理運営事業 13,005

前回との比較
保健医療課 共同利用型病院運営費補助事業 31,224

重要度 保健医療課 在宅当番医制業務委託事業 18,973

高い 保健医療課 夜間急病センター指定管理料 421,034

前回との比較
保健医療課 夜間急病センター小児科管理運営事業 14,200

健康管理部 健康支援課 (70)4244

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

健康管理部 保健医療課 （70）4241

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

国保特定健診受診者
におけるﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞ
ﾛｰﾑ（内臓脂肪症候
群）の割合

％ －

◆胃がん健診に胃内視鏡（カメラ）検査を導入するための体
制を整えた（平成29年度から実施）。
◆慢性腎臓病の重症化予防のための「CKD連携システム」
の平成28年度利用者数は289人（前年度267人）。
【H28年度評価コメントへの対応】
①協会けんぽなどの保険者と協力し、特定健診とがん検診
を同時実施し、受診機会の拡大を図った。
②健康みやざきマイレージ事業（検診や健康づくりイベント
への参加者に対し特典を与える）を推進し、検（健）診受診
のＰＲに努めた。

◆糖尿病の重症化対策。
◆がん検診を受診しやすい環境の整備。
◆CKD連携システムの医療機関利用率が32.8％であるため、
医療機関へ向け、さらなる周知が必要である。
◆CKDの治療に栄養相談（指導）が必要となるが、ほとんどの
診療所に管理栄養士の配置がないことから、栄養相談に対応
できていない。

◆宮崎市国民健康保険と合同で、糖尿病の重症化予防対
策に取り組む。
◆がん検診の実施日に土日及び夜間も加えていく。
◆CKD連携システムの運用をより充実したものとするため
に医療機関と保険者を交えた検討会を開催する。
◆腎臓を守る食事のとり方等、栄養指導が必要な人に、
市の栄養士が相談会や訪問により栄養指導を行う。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、検診受診率の低い４０～５０歳代の受診率の
向上を図る取組を進めること。
②引き続き、各検（健）診の受診率の向上を図るため、PR
をすること。

【H29年度評価コメント】
①関係機関と連携し、糖尿病の重症化対策に取り組むこ
と。
②各検（健）診の受診率の向上を図るため、PRを行うととも
に、利用しやすい環境づくりを推進する。

75歳未満のがんの年
齢調整死亡率（10万
人当たり）［前年度数
値］

％ Ａ

高血圧・糖尿病が原
因の年間新規透析導
入患者数

人 －

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

市民意識調査「救急医療・災害
時医療体制の充実（満足してい
る、やや満足している）」人の割
合

％ Ａ

人口10万人あたりの医師数(前年
12月の厚労省調査結果による。
調査は2年に1回実施される。)

人 －
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5

・休日夜間に発症した救急患者の医療を確保するため、各
種救急医療事業を実施した。
・産科に加えて、小児科を主たる診療科とする医療機関の
開設及び継承支援事業を２９年度より実施する。

【H28年度評価コメントへの対応】
地域における医療ニーズに適切に対応し、救急医療、災害
医療、周産期・小児医療、在宅医療・地域包括ケアの各分
野について将来に亘って持続可能な医療サービスの提供体
制を確保するため、平成27年2月に策定した「宮崎市医療提
供体制将来構想」に沿った、取り組みを進めた。

・県立宮崎病院に併設している夜間急病センター小児科の医
師の高齢化に伴い、深夜帯をはじめ、診療体制の継続が厳し
い状況にある。
・宮崎市郡医師会病院に併設されている夜間急病センター内
科・外科は、当直医師の高齢化や絶対数の不足により、現在
の体制での運営はますます困難になっていくものと予想され
る。
・休日在宅医当番制についても、医師会が担っており、夜間急
病センターでの診療を行う開業医と重なっていることから、医
師の負担が大きくなっている。
・宮崎市郡医師会病院の宮崎西インターチエンジ周辺防災支
援拠点への平成３２年度移転に伴う、新たな救急医療体制の
整備が必要となっている。

・県立宮崎病院、宮崎大学、県など関係機関による協議の
場を設け、連携しながら、小児救急医療の確保に取り組
む。
・救急医療を将来に亘って持続可能なものとするために、
宮崎市郡医師会病院の移転先におけるER型救急医療も
視野に入れながら、新たな救急医療体制について関係機
関と協議検討を行い、連携して救急医療体制の確保を図
る。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、企業や地域団体等との共創（多様な主体との
連携）で、医療・介護・予防・生活支援・住まいが一体的に
提供される地域包括ケアシステムの構築を進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、企業や地域団体等との共創（多様な主体との
連携）で、医療・介護・予防・生活支援・住まいが一体的に
提供される地域包括ケアシステムの構築を進めること。
②関係機関と連携して、小児救急医療と救急医療の体制
確保に取り組むこと。

地
域
医
療
・
救
急
医
療
・
災
害
時
医
療
体
制
の
充
実

健康診断等の保健サービスの推進
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 健康力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） １－１　健やかな心身づくりで『健康力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

5-2-2-1 640 640 640 640 700

639 706 737 692

15.5 15.6 15.7 15.8 15.9

15.5 13.3 15.4 15.1

事業費 28,483 千円

満足度
スポーツランド
推進課 スポーツ大会等開催事業 5,400

高い スポーツランド
推進課 学校体育施設開放事業 7,370

前回との比較 スポーツランド
推進課 宮崎市体育協会自主事業助成事業 8,430

重要度
スポーツランド
推進課 トップアスリート発掘・育成事業 3,090

低い 学校教育課 小学校体育アシスタント派遣事業 4,193

前回との比較

観光商工部 スポーツランド推進課 (70)3733

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

学校体育施設開放
利用者数

千人 A

　市民一人ひとりの体力や能力に応じて気軽にスポーツに
親しむことができるよう地区対抗スポーツ大会（4競技）を開
催するとともに、市体育協会、総合型地域スポーツ連絡協
議会が開催する各種スポーツ大会やスポーツ教室を支援し
た。
　また、平成38年度に開催予定の宮崎国体などの大きな大
会で将来的に活躍する選手を育成するためにトップアスリー
ト発掘育成事業を開始した。
【H28年度評価コメントへの対応】
①スポーツを中心とした青少年の教育の場であるスポーツ
少年団に対しその活動のさらなる活性化を図るために平成
29年度予算でスポーツ少年団への助成を増額した。
②スポーツ関連施策を実施している課を対象に連絡会議を
開催し事業の現状及び課題について協議をした。

◆心身両面の健康保持増進または地域の絆づくりに寄与する
運動・スポーツの実施の重要性を周知していく必要がある。
◆市民がスポーツに親しむ機会を提供するために関係機関が
連携しスポーツ大会や教室などのスポーツ関連事業の周知方
法を検討する必要がある。

◆関係課及び関係機関等と連携し、重要性の周知、日常
生活の中での運動・スポーツの定着化、活動の場の充実
等、総合的なスポーツ環境の整備を図っていく。
◆生涯スポーツ社会の実現のため、市体育協会をはじ
め、地区体育会やスポーツ推進委員協議会等と連携を図
りながら、効果的かつ効率的な事業を展開していく。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、スポーツ少年団等に未加入の子どもたちも含
めたスポーツ支援策を検討すること。
②健康増進、医療費抑制の観点から、関係部局と連携し、
市民の意識向上につなげる策を検討すること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、健康増進、医療費抑制の観点から、関係部局
と連携し、市民の意識向上につなげる策を検討すること。

スポーツ大会等参
加者数

千人 A
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 人財力

2　重点テーマ（８つの力）を構成する主要施策の取組状況

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-1-4-1 121,500 122,000 162,672 211,476 274,920

125,199 131,842 137,372 140,265

事業費 71,327 千円

満足度
保育幼稚園課,
子育て支援課 子育て支援サービス利用支援事業 652

やや高い 保育幼稚園課 跡江保育所子育て支援拠点事業 5,400

前回との比較
子育て支援課 地域組織活動育成事業 840

重要度 子育て支援課 地域子育て支援センター事業 24,500

やや高い 子育て支援課 清武地域子育て支援センター指定管理料 8,500

前回との比較
子育て支援課 地域子育て支援センター運営費補助事業 31,435

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） １－２　みやざきっ子の育成で『人財力』の向上

分析グラフ

達成度 満足度 重要度

福祉部 子育て支援課 (70)3255

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

全
体
評
価

○達成度は「やや遅れている」。市民意識調査の結果からは、「人財力」は、改善に向けた対応が求められている。
（今後の方向性）
○地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を図るため、宮崎市子ども・子育て支援プランを推進する。
○「家庭、事業所、地域における環境づくり」は、特に、子育て世代への意識啓発を重点的に行い、男女共同参画を推進する。

総事業費（千円）

17,529,450

　　　※１　「重点テーマ（８つの力）の達成度」　・・・・原則、重点テーマ（８つの力）を構成する下表の「主要施策」の達成度「Ａ」と「Ｂ」の占める割合が全体の９０％以上を「順調」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０％以上９０％未満を「概ね順調」、７０％以上８０％未満を「やや遅れている」、７０％未満を「遅れている」とする。
　　　※２　「主要施策の達成度」 ・・・・原則、目標値に対する達成割合が９０％以上を「Ａ」、８０％以上９０％未満を「Ｂ」、７０％以上８０％未満を「Ｃ」、７０％未満の場合を「Ｄ」とする。

やや遅れ
ている

やや高い やや低い

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

子育て支援セン
ターの延利用者数

人 D

1

◆宮崎市子ども・子育て支援プランに掲げた各種施策を推
進し、年度ごとの目標を達成するため、関係する事業につい
て、Ｈ２９年度当初予算に反映した。
　また、子どもの貧困対策についての取組を強化することと
した。

【Ｈ28年度評価コメントへの対応】
　関係機関と地域が連携し、児童虐待の未然防止、早期発
見に努めるために、保育士、幼稚園教諭、関係施設職員、
民生・児童委員、学校関係者等を対象に児童虐待防止啓発
講演会を開催した。
　また、地域と子育て家庭の連携推進を図るため、地域子
育て支援センターや児童館・児童センターにおいては、常日
頃の遊び、講座、子育て相談等を通して、子どもや親からの
サインを見逃さないよう対応した。

◆支援プランに沿って各種施策を実施するにあたり、市広報や
子育てナビ等を通して情報の告知に努めており、今後も子育て
情報を必要とする世帯に届けることができるような工夫を行う。

◆子育て支援施策をより充実したものにするため、今後も子ど
もを地域社会全体で育て支える仕組みを構築していく必要が
ある。

◆子どもの生活状況について、本市における具体的なデータ
がなく、実態がつかめていない。

［市民意識調査結果を踏まえた課題］
◆子育て支援については、昨年度に比べ満足度がやや高く
なった。これは、案内等の取組が少しずつではあるが、広まっ
ているためと推察される。しかし、今後とも支援プランに沿って
各種施策が着実に実施できるよう体制を整備する必要があ
る。

◆次世代を担う子どもの育成は、社会全体の課題でもあ
るため、子育てに関する情報を市広報紙や子育てナビ等
を活用して、子育て家庭を支える地域住民等に対しても幅
広く周知するように努める。

◆市内で35か所に地域子育て支援センターを配置してお
り、地域での子育て支援体制の充実に努める。また、今年
度もファミリーサポートセンター事業において、老人クラブ
連合会等と連携し、また児童館・児童センターにおいて、
地域の高齢者などの知恵や経験を盛り込んだ講座等の世
代間交流を実施する。

◆今年度、小学校・中学校の保護者や生徒、教員、民生・
児童委員及び関係団体等に対し、子どもの生活状況につ
いてのアンケート調査を実施する。

◆「みやざき子育て支援センター（宮崎駅東三丁目）」にお
ける一時預かり事業等により、子育て家庭の育児疲れ等
による心理的・身体的負担を軽減するとともに、各種施策
により親の負担感・孤立感の緩和や児童虐待の未然防止
を含め、健やかな子どもの育成を図る。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、児童虐待の未然防止につながるよう、地
域の子どもは地域が育てるという市民意識の向上を
図ること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、児童虐待の未然防止につながるよう、地
域の子どもは地域が育てるという市民意識の向上を
図ること。
②子どもの生活状況の実態を調査し、ニーズに対応し
た取組や相談体制の構築について、関係機関と連携
して検討すること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 人財力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） １－２　みやざきっ子の育成で『人財力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-1-4-3 9,325 9,435 11,024 11,141 11,831 

10,474 10,528 11,059 11,172

事業費 16,691,227 千円

満足度 保育幼稚園課 保育所等整備交付金事業（待機児童解消加速化プラン） 210,532 保育幼稚園課 障がい児保育事業費補助事業 71,000 5,259,000 保育幼稚園課 病児保育事業 70,000

やや高い 保育幼稚園課 保育所等整備交付金事業（老朽化） 386,935 保育幼稚園課 保育所障がい児受入促進事業 1,000 629,000 保育幼稚園課 事業所内保育アドバイザー派遣事業（地方創生） 1,600

前回との比較
保育幼稚園課 保育士等確保・定着促進事業（地方創生） 12,000 保育幼稚園課 認可外保育施設健康診断補助事業 1,400 250,000 子育て支援課 子育て短期支援事業 2,000

重要度 保育幼稚園課 保育士等確保のための処遇改善補助事業 105,000 保育幼稚園課 認可外保育施設従事者研修費補助事業 400 63,000

やや高い 保育幼稚園課 夜間保育（延長部分）の運営費加算補助事業 3,500 保育幼稚園課 保育教諭確保のための資格併有促進事業 3,860 一時預かり事業費補助事業 150,000

前回との比較
保育幼稚園課 地域活動事業費補助事業 11,000 保育幼稚園課 私立保育所運営費 9,340,000 120,000

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-1-4-3 2,796 2,941 3,086 3,231

2,498 2,869 3,139 3,319

- - 518 411 285 242

145 178 326 328 251

事業費 552,160 千円

満足度 生涯学習課 児童クラブ運営事業 500,000

やや高い 生涯学習課 きよたけ児童クラブ施設指定管理料 14,360

前回との比較
生涯学習課 児童クラブ施設整備事業 37,800

重要度

やや高い

前回との比較

福祉部 保育幼稚園課 (70)3262

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

保育幼稚園課 認定こども園施設型給付事業

保育幼稚園課 幼稚園施設型給付事業

保育幼稚園課
小規模保育事業等地域型給付事
業

保育幼稚園課 一時預かり事業（幼稚園型）補助事業

保育幼稚園課

保育幼稚園課 延長保育促進事業

教育委員会 生涯学習課 (75)5504

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

保育所定員(年度末)
（H27年度（予定）以降
は「教育・保育施設２
号・３号定員」）

人 Ａ

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

児童クラブの利用
者数

人 Ａ

◆学校の教室を活用して児童クラブの定員枠を拡充し（４
校）、待機児童数を減らした。

【H28年度評価コメントへの対応】
民間施設の利用や民設民営の手法を研究したが、立地条
件や採算性などの課題があり、実現には至らなかった。

※指標の変更
保育サービスの需要と受給の実態を端的に示すため、待機
児童数に指標を変更する。

◆児童クラブの待機児童数が多い学校では、児童数の増に伴
い、新たに教室を確保しなければならず、児童クラブ専用の教
室の確保が困難になってきている。

◆児童クラブの待機児童を削減するため、定員枠の拡充
策と利活用策を講じる。拡充策は、小学校の少人数教室
や特別教室（家庭科室や図工室など）を授業と共用するほ
か、公共施設（中学校、公民館）や民間施設の利用を推進
する。利活用策は、登録児童の未利用の曜日を待機児童
の利用日に振り分けるほか、待機児童を学校区外の定員
割れ児童クラブに輸送するなどの手法を検討する。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、多様な主体との共創で、放課後の子ども
の居場所づくりの創出が図られないか検討すること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、多様な主体との共創で、放課後の子ども
の居場所づくりの創出が図られないか検討すること。

児童クラブの待機
児童数（5/1現在）

人 －

2-1

◆増加する保育ニーズに対応するため、待機児童解消加速
化プランを活用した保育所等の施設整備や、認定こども園
への移行支援、認可外保育施設の認可取得支援による、保
育の量の拡大を図った。
◆保育会、幼稚園協会、教育委員会が参加する保幼小連
携ワーキング会議を開催し、保幼小連携の手法について検
討を行った。平成28年度は清武小、住吉南小学校区の2地
区にてモデル事業を実施しながら、次年度以降の市全域で
の保幼小連携の取組について検討を行った。
◆保育所や幼稚園等での延長保育や休日保育、一時預か
り事業等に対し補助を行い、保育サービスの充実を図った。
【H28年度評価ｺﾒﾝﾄへの対応】
①待機児童解消加速化プランを活用した保育所等の施設
整備や、認定こども園への移行支援、認可外保育施設の認
可取得支援による、保育の量の拡大を図った。
②モデル事業を支援するとともに、H29年度から教育委員会
と保育幼稚園課に保幼小連携を支援するための専門の嘱
託職員を配置する準備を行なった。
③ひとり親世帯の保育料の軽減拡充を図った。

◆施設整備等による定員増や、認定こども園への移行等を
行ったが、就学前児童数の減少傾向の中でも、保育ニーズは
増加し続けた。特に、年度後半には、0歳児を中心に新規申請
者や待機児童が増加しており、各保育施設の受入許容数を最
大限に活用するための保育士確保が課題となった。
◆保幼小連携については、モデル地区での実施にとどまって
おり、今後市内全域に拡大する必要がある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
　一定の保育の量の拡大が図られてきているため、満足度は
高く、重要度が下がったのではないかと考えるが、待機児童を
解消するため、今後も引き続き保育の量の拡大に努める。
　ただし、教育・保育提供区域ごとに保育定員の不足数や待機
児童の発生状況は異なるため、各提供区域の状況に対応した
施設や事業の選定にも留意が必要である。

◆引き続き市民ニーズの的確な把握をしながら、保育の
量が不足している地域については、今後も利用定員の増
加に努めていく必要があるが、一方で、就学前児童数の
減少が顕著となっている現状や本市における施設利用率
が既に高くなっていることなどを踏まえた施策を行うことが
重要となる。
◆小学校や教育・保育提供区域ごとに保幼小連携体制の
整備を進め、小学校におけるスタートカリキュラムや就学
前施設におけるアプローチカリキュラムの作成及び実施を
行うエリアや学校及び施設数の拡大を図ることで「小１プロ
ブレム」の解消に繋げていく。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、保育ニーズに対応した空き待ち児童の解
消を図ること。
②引き続き、教育委員会と連携し、小一の壁をなくす
取組を分野横断的に検討すること。
③引き続き、「ひとり親」の保育サービスや育児支援な
どの取組の充実を図ること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、保育ニーズに対応した待機児童の解消
や、「ひとり親」の保育サービスや育児支援などの取
組の充実を図ること。
②引き続き、教育委員会と連携し、モデル事業を参考
にした市全域での保幼小連携を推進し、小一の壁をな
くす取組を分野横断的に検討すること。
③宮崎市公立保育所運営計画の策定に向けて、今後
の公立保育所のあり方の検討を行うこと。
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要
度
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を検討

改善を
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 人財力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） １－２　みやざきっ子の育成で『人財力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

5-1-1-1 106.4 106.8 107.2 107.6 

105.0 106.0 106.5 105.2 

112.4 112.8 113.2 113.6 

107.0 105.3 105.0 106.8 

102.5 

102.5 

102.0

101.9

事業費 159,904 千円

満足度 学校教育課 「複式授業の緩和」推進事業 10,900 学校教育課 小学校体育アシスタント派遣事業【再掲】 4,193

やや低い 学校教育課 社会科教育充実事業 5,936

前回との比較
学校教育課 小学校学力向上推進事業 18,394

重要度 学校教育課 中学校習熟度別少人数指導推進事業 51,094

やや高い 教育情報研修センター 小中連携による英語力強化事業 32,100

前回との比較 教育情報研修
センター 外国人講師（ＡＬＴ）招致事業 41,480

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

5-1-1-4 1.16 1.13 1.10 1.07 1.07 

1.40 1.28 1.31 1.30 

事業費 11,932 千円

満足度 学校教育課 小中学校スクールカウンセリング等事業 5,582

やや低い 学校教育課 いじめストップ推進事業 2,300

前回との比較
学校教育課 不登校児童生徒対策事業 4,050

重要度

やや高い

前回との比較

教育委員会 学校教育課 （75）5705

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

教育委員会 学校教育課 (75)5712

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

ＣＲＴ検査の得点率の
平均
（国算２教科の平均）

ポ
イ
ン
ト

Ａ

ＣＲＴ検査の得点率の
平均
（中：国数英３教科の
平均）

ポ
イ
ン
ト

Ａ

全国学力・学習状況
調査の本市の平均正
答率を全国平均と比
較した割合（小学校）

ポ
イ
ン
ト

－

全国学力・学習状況
調査の本市の平均正
答率を全国平均と比
較した割合（中学校）

ポ
イ
ン
ト

－

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

不登校児童生徒の
割合

％ Ｂ

◆いじめや不登校等に関する相談体制を充実させ、いじめ
や不登校等の早期発見・早期対応に努めている。
◆「宮崎市いじめ防止リーダーセミナー」を開催し、各学校に
おけるいじめ防止のリーダーとなる生徒指導主事の資質の
向上を図った。
◆生徒指導に関する学校支援訪問等の機会をとおして、い
じめの認知と解消について共通理解を図った。

【H28年度評価コメントへの対応】
◆関係機関と連携したケース会議等を実施し、相談体制の
充実を図るとともに、不登校児童生徒及びその保護者への
支援体制の充実に努めた。

◆不登校児童生徒が減少しない状態にあり、その要因は、複
雑化・多様化している。学校や家庭、関係機関と連携した取組
を行っているが、苦慮している現実がある。
◆児童生徒及び教職員、さらには学校を通じて保護者や地域
に対して、いじめの問題等への取組について情報の発信を
行っているが、まだ十分周知されている状況とは言えない。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆生徒指導の充実に関しては、市民の意識の重要度は高い
が、満足度が低いため、今後、積極的に対応していく必要があ
る。

◆教育相談センターと適応指導教室とが連携して、学校
や家庭を支援する取組を円滑かつ効果的に行うための体
制を強化する。
◆児童生徒が主体となったいじめの未然防止のための取
組を推進するとともに、ポスターの掲示など学校の活動を
積極的に地域に発信する。
◆「宮崎市いじめ防止基本方針」の見直しを行い、いじめ
の未然防止等の取組を計画的・継続的に推進する。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、学校、地域、家庭、関係機関と連携し、相
談体制の充実を図ること。

【H29年度評価コメント】
①学校、地域、家庭、関係機関との連携を強化し、い
じめや不登校等に関する相談体制の充実を図ること。
②いじめ防止のための取組を推進するとともに、その
取組の効果の検証に努めること。

3

◆全国学力・学習状況調査の分析及び分析結果について
各学校へ情報提供を行った。
◆各学校において、諸調査結果の分布や経年比較の分析
を行い、児童生徒の学力向上に向けた取組が組織的に実
施された。
◆各学校の学力向上担当職員を対象に諸調査の分析やそ
の活用方法等について研修会を実施し、授業改善の取組を
促した。
【H28年度評価コメントへの対応】
①上記のとおり。
②学校支援訪問を実施し、授業改善のための手立て等につ
いて指導やミーティングを行うなどの支援を行った。
③宮崎市教育情報研修センターと連携し、授業力向上のた
めの研修を実施した。

※市が実施するＣＲＴ検査は２８年度で終了のため、平成２
９年度からは全国学力・学習状況調査の本市の平均正答率
を全国平均と比較した割合で目標を設定する。

◆ＣＲＴ検査の結果では、目標値に達することができなかった。
小中学校ともに全国の平均を上回っているが、市全体におい
て二極化の傾向が見られる。
◆児童生徒の学力の個人差が大きいために、個に応じた指導
を充実する必要がある。
◆児童生徒の理解度を把握しながら、分かったか、できたかを
見届け、指導を行う授業改善の取組が必要である。

◆諸検査の結果分析から学力の状況を把握し授業改善を
図る取組について、学校支援訪問や研修会で指導助言を
行い、授業改善の取組を進める。
◆宮崎市教育情報研修センターと連携した研修会により、
教師の授業力向上を図る。
◆市費非常勤講師の派遣によりチームティーチングや少
人数指導を充実させる。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、児童生徒が、授業がわかる楽しさや達成
できる喜びを味わえつつ、確かな学力を身に付けるこ
とができるような取組を推進すること。

【H29年度評価コメント】
①児童生徒の理解度を把握しながら、確かな学力を
身に付けることができるよう、個人に応じた取組を推進
すること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 人財力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） １－２　みやざきっ子の育成で『人財力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

5-1-2-１ 13,000 14,000 15,000

15,899 15,245

- - 15,000 16,100 16,100

9,788 10,602 11,140 11,300

事業費 15,900 千円

満足度 生涯学習課 放課後子ども教室推進事業 13,600

やや高い 生涯学習課 地域と学校の連携による教育活動支援事業 2,300

前回との比較

重要度

やや高い

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

5-3-2-2 210 735 735 1,000 1,250

162 2,096 776 1,132

48 48 48 900 1,170

56 80 283 1,064

事業費 27,000 千円

満足度
文化・市
民活動課

男女共同参画センター指定管理料 27,000

やや低い

前回との比較

重要度

低い
前回との比較

教育委員会 生涯学習課 (75)5504

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

地域振興部 文化・市民活動課 （70）3482

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

学校支援ボランティ
アの数

人 －

学校支援ボランティ
アの数（全小・中学
校区の実人数）

人 Ｃ

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

男女共同参画推進
講座の受講者数

人 Ａ

◆市男女共同参画センターを啓発の拠点として、若年層が
受講しやすい自己実現のための人間関係講座を開催する
など、性別に基づく固定的役割分担意識の解消をはじめとし
た男女共同参画に対する意識啓発や情報発信を行った。
◆男女共同参画キャッチフレーズの募集を行うことにより、
児童から成人まで幅広い世代に対し男女共同参画の啓発
を図った。
◆男女共同参画センターに相談員を配置し、家庭や職場、
地域での人間関係による悩みなど様々な相談を受け付け
た。また、弁護士や臨床心理士による専門相談も実施した。

【H28年度評価コメントへの対応】
上記のとおり

◆性別に基づく固定的役割分担意識は、いまだに根強く残っ
ており、そのことによって家庭や職場、地域の中で生き辛さを
感じている人がいる。
◆男女共同参画センターの効率的な運営や効果的な意識啓
発を図るため、県男女共同参画センターとの事業のすみわけ
が求められている。
【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆女性活躍推進法の施行を受け、職場における男女共同参
画の推進が期待されることもあり、重要度を高める取り組みが
求められている。
◆職場における男女共同参画を推進するうえでも、ジェン
ダー・ギャップ、ワーク・ライフ・バランスに対する理解を深め
て、女性のみならず男性自身の意識の変化が求められる。

◆男女共同参画センター指定管理者と協議しながら、子
育て支援センター来場者やファミリーサポートセンター会
員を通じて、子育て世代への意識啓発を重点的に行うとと
もに、地域に出向き地域における男女共同参画の推進に
取り組んでいく。
◆県男女共同参画センターと定期的な協議を行い、連携
しながら意識啓発事業や相談事業に取り組んでいく。

【H28年度評価コメント】
①「男女共同参画センター」の運営を通じて、特に若年
層をターゲットに、性別による個別的役割分担意識の
解消に向けた取組を強化すること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、「男女共同参画センター」の運営を通じ
て、特に若年層をターゲットに、性別による個別的役
割分担意識の解消に向けた取組を強化すること。

相談件数（電話・窓
口）

件 Ａ

5

◆地域住民が運営する放課後子ども教室の実施（２７校）、
地域と学校の連携を強化するための学校支援コーディネー
ターの配置（６校）により、地域住民の参画のもと、安全・安
心に過ごせる居場所を設け、子どもたちが心豊かで健やか
に育まれる環境づくりを推進した。さらに、文化や芸術など
に秀でた地域の人材を学校派遣（３５校）し、子どもが地域に
愛着を持つ機会を創出した。

【H28年度評価コメントへの対応】
①上述のとおり

※Ｈ27以降の指標について、モデル校区における学校支援
ボランティアの延べ人数を設定していたが、今後は、早い段
階でモデル校区の指定を市内全域に広げていきたいことか
ら、全小・中学校区における学校支援ボランティアの実人数
を設定する。

◆学校支援ボランティアおよび放課後子ども教室を運営する
コーディネーターの高齢化・固定化が顕在化しつつあり、持続
可能な体制づくりが必要である。

◆学校支援コーディネーターと連携し、ボランティアを担う
新たな人材を発掘する。
◆放課後子ども教室のコーディネーターの人材を確保す
るため、処遇改善を図る。さらに、地域自治区の各種まち
づくり団体との連携など、地域全体で子どもを育てる体制
を検討する。

【H28年度評価コメント】
①学校支援ボランティア等の人材の確保を含め、引き
続き、学校と地域の連携体制を存続させる仕組みを構
築すること。

【H29年度評価コメント】
①学校支援ボランティア等の人材の確保を含め、引き
続き、学校と地域の連携体制を存続させる仕組みを構
築すること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 地域力

2　重点テーマ（８つの力）を構成する主要施策の取組状況

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

1-1-1-1 425 450 400 400 400

416 426 442 未確定

― ― ― 10 22

― ― ― 未確定

事業費 241,229 千円

満足度
地域コミュ
ニティ課

地域コミュニティ活動交付金事業 86,537

やや高い
地域コミュ
ニティ課

地域コミュニティ活動評価事業 700

前回との比較 地域コミュ
ニティ課

地域魅力発信プラン策定支援事業 1,000

重要度
地域コミュ
ニティ課

地域まちづくり推進委員会事務局運営支援事業 65,902

低い 地域コミュ
ニティ課

地域のお宝発掘・発展・発信事業（地方創生） 87,090

前回との比較

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－１　市民の力で『地域力』の向上

分析グラフ

達成度 満足度 重要度

地域振興部 地域コミュニティ課 (70)3491

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

全
体
評
価

○達成度は「順調」。市民意識調査の結果からは、「地域力」は、引き続き、改善に向けた対応が求められている。
（今後の方向性）
○まちづくり交付金の使途の見直しを行い、地域魅力発信プランの実現に向けて、より有効な取組を推進します。
○宮崎市自治会連合会と連携し、条例の周知や、新たな自治会加入促進のための取組を展開します。

総事業費（千円）

680,039

　　　※１　「重点テーマ（８つの力）の達成度」　・・・・原則、重点テーマ（８つの力）を構成する下表の「主要施策」の達成度「Ａ」と「Ｂ」の占める割合が全体の９０％以上を「順調」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０％以上９０％未満を「概ね順調」、７０％以上８０％未満を「やや遅れている」、７０％未満を「遅れている」とする。
　　　※２　「主要施策の達成度」 ・・・・原則、目標値に対する達成割合が９０％以上を「Ａ」、８０％以上９０％未満を「Ｂ」、７０％以上８０％未満を「Ｃ」、７０％未満の場合を「Ｄ」とする。

順調 やや高い 低い

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

地域コミュニティ活
動交付金活用事業
数

事
業

－

【H28年度評価コメントへの対応】
①各地域自治区の地域協議会に出向き、各地域自治
区で行われる事業選定が円滑に行われるよう細やか
な説明を行った。また、提案事業に関して、関係部署
の確認等が必要な事項については、担当部署と連絡
を取りながら、適切に事業が選定されるための調整を
行った。
②地域コミュニティ活動交付金評価委員会において、
地域コミュニティ活動交付金が地域のニーズに合わせ
て柔軟に活用されるよう使途のルールの見直しに向
けた協議を行った。

◆「地域のお宝発掘・発展・発信事業」の展開に合わ
せ、交付金事業も発信プランの実現に向け、より有効
に実施されるよう使途の見直しが必要。
◆地域協議会をサポートする地域自治区事務所と地
域まちづくり推進委員会の更なる機能強化と役割分担
の明確化が求められている。
【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆満足度が低下していることから、地域コミュニティ活
動交付金を活用した事業について、スクラップ＆ビルド
等によって、マンネリ化を防ぎ、効果的・効率的な事業
となるようまち推に促していくことが必要。

◆各地域自治区で「地域のお宝発掘・発展・発信
事業」が展開される中で、全地域自治区で効果
的な事業が実施されるよう、各地域自治区の進
捗を随時把握し、地域自治区事務所や関係部署
と連携を図りながら支援を行っていく。
◆地域自治区事務所などのあり方や地域コミュ
ニティ活動交付金の使途の見直しについて、より
効率的・効果的なまちづくりの実現に向け検討を
進めていく。
◆地域内の多様な主体の相関関係を把握し、地
域協議会や地域まちづくり推進委員会に提供す
ることで、地域内の連携強化を図る。

【H28年度評価コメント】
①「地域のお宝事業」について積極的に推進し、地
域におけるコミュニティビジネスの可能性についても
研究すること。
②あわせて、まちづくり交付金の使途のルール適正
化に向け、検討を行うこと。

【H29年度評価コメント】
①「地域のお宝発掘・発展・発信事業」について、地
域魅力発信プランに沿った事業運営がなされている
か確認しながら、住民主体の取組となるよう支援す
ること。あわせて、コミュニティビジネスの可能性に
ついても研究すること。
②まちづくり交付金の使途のルールの適正化を図
ること。

発信プラン実現の
ため新事業に取り
組む地域自治区数

地
域
自
治
区

－
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 地域力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－１　市民の力で『地域力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

1-1-1-2 60 61 62 62 58

58 57 56 56

事業費 240,535 千円

満足度
地域コミュ
ニティ課

自治会助成事業 205,035
地域コミュ
ニティ課

地域コミュニティ活動交付金事業【再
掲】

86,537

やや高い
地域コミュ
ニティ課

自治会加入促進事業 400
地域コミュ
ニティ課

地域コミュニティ活動評価事業【再掲】 700

前回との比較 地域コミュ
ニティ課

自治公民館活動推進事業 35,100

重要度

低い
前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

1-1-1-3 2,200 2,280 2,360 2,360 2,530

2,100 2,100 2,181 2,169

事業費 2,700 千円

満足度
地域コミュ
ニティ課

まちづくり人材育成事業「宮崎まちびと
大学校」（地方創生）

2,700

やや低い
地域コミュ
ニティ課

地域コミュニティ活動交付金事業【再
掲】

86,537

前回との比較 地域コミュ
ニティ課

地域コミュニティ活動評価事業【再掲】 700

重要度

低い
前回との比較

地域振興部 地域コミュニティ課 (70)3479

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

地域振興部 地域コミュニティ課 (70)3491

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

自治会加入率 ％ Ａ

◆平成２８年６月に自治会及び地域まちづくり推進委員会の
活動の活性化を図ることにより、市民が主体となったまちづ
くりを推進することを目的とした（通称）きずな社会づくり条例
の制定を行なった。制定後は、条例の周知のため、２１地区
の自治会連合に対し、説明を行なった。
◆新たな自治会未加入対策として、転出入の繁忙期である
平成２９年３月下旬から４月上旬に市民課において、「自治
会紹介カード」を使った自治会加入の呼びかけを実施した。
【H28年度評価コメントへの対応】
①上記のとおり。

◆高度情報化や核家族化の進展などに伴い、住民の地域
に対する関心や住民相互のつながりが希薄化する中、自治
会をはじめとする地域住民組織における加入率の低下や担
い手不足が課題となっている。
◆市民が主体となったまちづくりを推進するためには、地域
住民組織の活性化を図る必要がある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆重要度が引き続き低く、満足度も前回からやや下がった
状況にあるので、地域住民組織の活性化の必要性を周知し
ていく必要がある。

◆（通称）きずな社会づくり条例の制定を機に、新たな
自治会加入促進策（市独自の取り組み、市自治会連
合会との協働による取り組み）を展開し、自治会活動
の活性化を図っていく。
◆市民に対し、条例のリーフレットや市広報などの活
用により、条例の周知を図るなかで、地域住民組織の
活性化の必要性を周知していく。
◆移住センターにおいて、移住者に対し、自治会紹介
カードを使った自治会取次の取組を行う。
◆市自治会連合会と連携しながら自治会の加入促進
に取組んでいく。

【H28年度評価コメント】
①条例制定を見据え、条例の周知を図ることにあわ
せて、例えば災害時の対応など、新たな自治会加
入促進策を展開すること。

【H29年度評価コメント】
①宮崎市自治会連合会や庁内各課と連携しなが
ら、地域での条例の周知や、災害を想定した新たな
自治会加入促進のための取組を展開すること。

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

地域まちづくり推進
委員会の構成員数

人 Ａ

【H28年度評価コメントへの対応】
①宮崎まちびと大学校に18地域自治区から30代6名、
40代7名、50代7名、60代9名、70代4名（男性17名、女
性16名）の計33名が入学し、多くの地域自治区の幅広
い年代の方々が受講生となった。なお、このうち20名
が基礎コース（第1期）を修了した。
また、応用コース（第1期）のカリキュラムについて、委
託業者と協議し決定するとともに、第1期の実施状況
を踏まえ、第2期の委託仕様書の見直しを行った。

◆市民が主体となったまちづくりを推進するためには、
地域の各種団体の活性化を図る必要がある。
◆地域の次世代リーダーとして期待されるPTAやNPO
関係者の地域まちづくり活動への参画が望まれる。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆重要度は「低い」、満足度は「やや低い」で、前回調
査から変わらず低評価のため、新たに制定された（通
称）きずな社会づくり条例等を活用しながら、住民主体
のまちづくりの必要性の周知を図ることが必要。

◆自治会および地域まちづくり推進委員会につ
いては条例が制定されたことから、市民に対し条
例の周知を図るとともに、住民等の地域活動へ
の参画が一層図られるよう取り組んでいく。
◆PTAやNPOとの連携を推進しながら、地域で活
躍する人材の更なる確保に努める。
◆まちづくり人材育成事業「宮崎まちびと大学校」
において、多様な主体との連携や経営的視点を
取り入れたまちづくりを行うリーダー的人材を育
成するために、応用コースの開設及び第2期基礎
コースの開設により拡充を図る。また、育成した
人材が地域で活躍できるよう、コーディネートして
いく。

【H28年度評価コメント】
①「宮崎まちびと大学校」の募集にあたっては、応募
者が特定の分野や年齢層に偏らないよう、募集の
段階から工夫すること。

【H29年度評価コメント】
①「宮崎まちびと大学校」については、受講生がより
成果を得られるよう内容の充実と工夫を図ること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 地域力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－１　市民の力で『地域力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

1-2-4-2 82,800 75,800 82,000 82,000 89,000

72,298 81,532 44,487 88,493

事業費 14,003 千円

満足度
佐土原・地
域総務課

佐土原藩歴史交流事業 4,000
佐土原・市
民福祉課

さどわら健康ふくしまつり開催支援事業 275

やや低い
佐土原・地
域総務課

佐土原夏まつり等開催支援事業 1,090

前回との比較 佐土原・地
域総務課

久峰公園さくらまつり開催支援事業 2,000

重要度
佐土原・地
域総務課

宮崎市城の駅指定管理料 3,274

やや高い
佐土原・地
域総務課

佐土原の魅力発信事業 264

前回との比較 佐土原・地
域総務課

一ツ瀬川花火大会開催支援事業 3,100

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

1-2-4-2 26,000 26,000 21,000 21,000 22,500

26,180 21,200 10,661 10,072

1 3 5 5 5

1 3 5 5

事業費 11,928 千円

満足度
田野・地
域総務課

田野町太鼓フェスティバル開催支援事
業 8,400

やや低い
田野・地
域総務課

田野町ふるさとまつり開催支援事業 2,400
前回との比較 田野・地

域総務課
田野春の芸能まつり開催支援事業 500

重要度
田野・地
域総務課

田野町域一斉清掃事業 474

やや高い
田野・市
民福祉課

たの健康ふくしまつり開催支援事業 154
前回との比較

佐土原総合支所 佐土原・地域総務課 (72)214

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

※H27年度サマーフェスティバル
　　in一ツ瀬雨天により開催中止

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

田野総合支所 田野・地域総務課 （73）251

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

※H27年度太鼓フェスティバル・ふ
るさとまつり共に雨天のなか開催

※H28年度太鼓フェスティバル
　台風１２号の影響により開催中止

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

イベント等の来場者
及び参加者数の合
計

人 Ａ

◆既存イベントを充実させ、これまで以上の集客増に繋げる
ことができた。特に、一ツ瀬川花火大会においては、開催時
期を秋に変更し、日本三大花火の一つである「大曲の花火」
を取り入れることで、大幅に来場者数を増やすことができ
た。

【H28年度評価コメントへの対応】
◆いろは館と佐土原歴史資料館を活用したバスツアーを開
催することで、いろは館との相乗効果をはかり、地域の特色
を町域外に発信することができた。

◆イベント等の充実を図るとともに、地域の自主、自立性を
高め、補助金以外の収入が得られるよう工夫する必要があ
る。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆前回調査と比較して、重要度が高くなっており、市民の関
心が高まっている。地域の特性や強みを生かした取組みを
行い、満足度を高めることが必要である。

◆地域の絆づくり及び活性化を図るため、各種イベント
の充実を図りながら引き続き実行委員会及び各種団
体と協働し、支援を行う。

【H28年度評価コメント】
①「佐土原いろは館」の効果的な運用を図るため、
佐土原歴史資料館と連携すること。
②引き続き、多様な主体との共創により、地域資源
を生かした、特色あるまちづくりを進めること。

【H29年度評価コメント】
①既存イベントの更なる充実を図るため、地域が自
主的に取り組めるよう支援を行うこと。
②引き続き、多様な主体との共創により、地域資源
を生かした、特色あるまちづくりを進めること。

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

イベント等来場者数
の合計

人 Ｄ

行政主導ではなく
地域が主体となった
イベントの数

個 Ａ
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◆田野町太鼓フェスティバルは、雨太鼓保存会を中心とす
る実行委員会で協議を重ね、平成28年度は、来場者をさら
に確保するため、新たにフォトコンテストの開催やファミリー
ゾーンの充実等を計画したが、台風12号の影響により、や
むなく中止となった。
◆田野町ふるさとまつり（田野しっちゃが祭り）は、天候にも
恵まれたほか、綱引き大会、カラオケ大会、ラムネ早飲み大
会など住民参加型のイベントを取り入れたことにより、来場
者が例年より増加し、賑わった。

【H28年度評価コメントへの対応】
　地域住民が主体となった実行委員会が、企画･運営し、各
種団体とも連携を図りながら、田野地域の特色が出せるよう
なイベント等を実施した。

◆実行委員会の構成メンバーを更に充実するとともに、地域
の各種団体との連携や役割分担の明確化が必要である。
◆今後も、補助金だけに頼らず、各実行委員が協賛金など
の自主財源の確保に努めていく必要がある。
◆今後も、イベントの内容がマンネリ化しないように、人を引
きつける魅力ある内容にしていく必要がある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆前回調査と比較して、重要度が高くなっており、市民の関
心が高まっている。地域の特性や強みを生かした取組みを
行い、満足度を高めることが必要である。

◆住民主体の企画･運営により、自主性・自立性を高
め、地域の特色を活かした、子供から高齢者まで楽し
めるイベントとなるよう今後も支援する。
◆積極的な広報を行い、より多くの来場者に地域の文
化・芸能に触れていただき、満足度をもっと高められる
よう支援する。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、多様な主体との共創により、地域資源
を生かした、特色あるまちづくりを進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、多様な主体との共創により、地域資源
を生かした、特色あるまちづくりを進めること。地
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 地域力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－１　市民の力で『地域力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

1-2-4-2 16,200 16,200 25,000 25,000 30,000

11,200 25,000 23,950 27,530

事業費 11,450 千円

満足度
高岡・地
域総務課

天ケ城開門さくらまつり開催支援事業 8,450

やや低い
高岡・地
域総務課

高岡地域振興イベント補助事業 1,000

前回との比較 高岡・地
域総務課

高岡地域活性化事業 2,000

重要度

やや高い

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

1-2-4-2 25 25 25 25 25

23 27 28 25

12,000 14,000 15,000 15,000 15,000 

11,171 16,207 7,200 17,000 

事業費 9,580 千円

満足度
清武・地
域総務課

宮崎市交流プラザきよたけ指定管理
料

2,000

やや低い
清武・地
域総務課

きよたけ郷土祭り開催支援事業 6,000

前回との比較 清武・地
域総務課

わけもん大学運営補助事業 700

重要度
清武・地
域総務課

安井息軒梅まつり補助事業 680

やや高い
清武・市
民福祉課

清武健康福祉まつり開催支援事業 200

前回との比較

高岡総合支所 高岡・地域総務課 （74）205

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

清武総合支所 清武・地域総務課 (75)4105

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

イベント等来場者数
の合計

人 Ａ

◆市民主体の実行委員会によるイベントや、寄附金を活用
した事業により、地域資源を活かした特色ある内容の事業
を開催し、地域の活性化につながった。
◆天ケ城開門さくらまつりについては、今年度から内容を一
新し、昼夜を通じて天ケ城公園の桜をPRするため、ライト
アップをメインに実施した結果、多くの市民の関心を高める
ことができた。
【H28年度評価コメントへの対応】
異業種で構成している各実行委員会の活動を支援すること
で、高岡地区の伝統と地域の資源を活かしたまちづくりを進
めることができた。

◆より自主的で、地域に根ざした充実したイベント内容とす
るため、運営・実施体制など、検討が必要な部分がある。

◆イベント等の更なる充実を図るには、補助金以外の自主
財源確保について、各実行委員会で検討する必要がある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆前回調査と比較して、重要度が高くなっており、市民の関
心が高まっている。地域の特性や強みを生かした取組みを
行い、満足度を高めることが必要である。

◆各実行委員会と連携を図り、地域力を高める多様な
イベント等の開催に向けて、地域住民に親しまれる事
業を展開できるよう支援を行っていく。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、多様な主体との共創により、地域資源
を生かした、特色あるまちづくりを進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、多様な主体との共創により、地域資源
を生かした、特色あるまちづくりを進めること。

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

地域コミュニティ活
動交付金活用事業
数

事業 Ａ

イベント等の来場者
及び参加者数

人 Ａ
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◆清武地域自治区地域協議会で策定作業を進めていた「地
域魅力発信プラン」が完成し、本年3月に地域住民、各種団
体等への「地域魅力発信プラン」配布に併せ、「地域のお宝
発掘・発展・発信事業」の募集を開始した。
◆「きよたけ郷土祭り」「安井息軒梅まつり」とも、地域の住
民や団体等で組織された実行委員会が、計画から準備・実
施まで主体的に取り組み開催された。また、「きよたけ郷土
祭り」について、平成27年度は本祭のみ開催であったが、平
成28年度は前夜祭・本祭の2日間開催し拡充が図られた。
【H28年度評価コメントへの対応】
◆地域住民が中心となって組織された「きよたけ郷土祭り実
行委員会」には、大学生だけで組織された学生部会が設け
られ、他の部会と協力しながら、主体的にイベントの企画、
運営等に携わっている。また、「きよたけ郷土祭り」「安井息
軒梅まつり」とも、イベントへの留学生の参加があり国際色
豊かな内容となった。

◆地域の特色を活かした施策の推進の重要度は高いもの
になっているが、開催支援に対する補助等、市の施策に対
する市民の認識が得られていないため、満足度がやや低い
ものとなっている。
◆実行委員会の自主財源を確保するため、企業等へ協賛
金の協力依頼等を行っているが、市からの開催経費の一部
補助がないと事業実施は困難である。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆前回調査と比較して、重要度が高くなっており、市民の関
心が高まっている。地域の特性や強みを生かした取組みを
行い、満足度を高めることが必要である。

◆引き続き、実行委員会の自主運営、自主財源確保
を促し、地域の特色を活かした事業となるよう支援を
行っていく。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、大学や誘致企業をはじめ、多様な主体
との共創により、地域資源を生かした、特色あるま
ちづくりを進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、大学や誘致企業をはじめ、多様な主体
との共創により、地域資源を生かした、特色あるま
ちづくりを進めること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 地域力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－１　市民の力で『地域力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-1-1-1 2,000 2,100 2,100 2,100 2,150

1,762 1,830 1,835 1,804

2,000 2,200 2,200 2,200 2,200

1,870 1,552 1,920 1,975

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

98.9 96.2 96.4 97.7 96.0 

事業費 148,614 千円

満足度 福祉総務課 地域福祉活動推進補助事業 45,394

やや低い 福祉総務課 見守りネット台帳整備補助事業 850

前回との比較
福祉総務課 民生委員活動費 101,950

重要度 健康支援課 地域ホスピス支援事業 420

やや低い

前回との比較

福祉部 福祉総務課 (70)3304

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

福祉協力員数 人 Ｂ

見守りボランティア
数

人 Ｂ

民生委員・児童委
員充足率（4/1現
在）

％ －

5

・地域主体の支え合い活動の中心的役割を担う団体の一つ
である地区社会福祉協議会に対する補助金について、補助
対象となる事業を拡大するとともに、事務局職員の増員が
必要なところに対しては人件費補助を拡大するなど、地区社
協活動の活性化に努めた。また同補助金において、福祉協
力員や見守りボランティアの増員を促すため福祉協力員１
人当たり２，０００円、見守りボランティア１人当たり２００円を
加算して補助している。
・民生委員・児童委員の一斉改選に際しては、民間団体と連
携を図りながら、適正な人材の確保に努めた。

【H28年度評価コメントへの対応】
・ボランティア活動に従事したいと考える人が、出来るだけ自
分に合ったボランティア活動に参加できるよう、市社協とも
協力しながら様々なボランティア募集を行った。

・福祉協力員の数は近年１，８００人台前半で頭打ちとなって
おり、目標数に届いていない。
・民生委員・児童委員の未定地区があり、その原因の一つと
して行政からの依頼事項の多さが民生委員・児童委員の負
担を大きくしているのではないかとういう懸念がある。

【市民意識調査を踏まえた課題】
・地域主体の支え合いの活動の推進について、重要と思う
人の割合が７割を超える一方で、現状に満足・やや満足と回
答した人が３割とやや低く、今後とも取組みを進める必要が
ある。

・今年度は、民生委員制度創設100周年の記念行事等
の機会を活用して、民生委員・児童委員の活動内容を
積極的に周知することにより未定地区の解消に努めて
いくとともに、負担軽減についても実態を把握した上で
必要に応じて検討を行う。
・福祉協力員及び見守りボランティアの確保について
は、今後とも関係団体と緊密に連携を図るとともに、地
区社協に対する市補助金を効果的に活用しながら支
援に努めていく。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、関係団体と連携し、人材の確保を図る
こと。

【H29年度評価コメント】
①民生委員等の負担軽減について検討すること。
②民生委員制度創設100周年記念行事等の機会を
活用して周知を行い、民生委員等の未定地区の解
消に向けた取組を進めること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 防災力

2　重点テーマ（８つの力）を構成する主要施策の取組状況

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-3-1-1 3,000 3,700 4,400 6,400 7,100

3,172 3,822 4,522 6,422

1,500 3,000 4,500 9,000 16,000

1,591 4,266 8,168 15,669

- - - 20,000 23,000

16,173 16,122 19,848 22,145

事業費 8,916 千円

満足度 危機管理課 総合防災訓練事業 1,500 消防局総務課 地域消防防災支援隊活動推進事業 720

低い 危機管理課 防災情報啓発事業 2,000

前回との比較
危機管理課 防災・減災啓発事業 3,440

重要度
文化・市民
活動課

災害ボランティア活動支援事業 350

高い 文化・市民
活動課

災害ボランティア養成・スキルアップ支援事業 556

前回との比較
消防局総務課 消防防災フェスタ開催事業 350

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－２　日ごろの備えで『防災力』の向上

分析グラフ

達成度 満足度 重要度

総務部 危機管理課 (70)2337

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

全
体
評
価

○達成度は「順調」。市民意識調査の結果からは、「防災力」は、引き続き、積極的な対応が求められている。
（今後の方向性）
○災害時要援護者避難支援体制の充実を図るため、地域の避難支援関係者に避難行動要支援者名簿を提供し、災害時要援護者の個別避難計画の作成を
進める。
○熊本地震を踏まえた受援計画を策定するとともに、応援要請の手順の計画を作成する。

総事業費（千円）

328,053

　　　※１　「重点テーマ（８つの力）の達成度」　・・・・原則、重点テーマ（８つの力）を構成する下表の「主要施策」の達成度「Ａ」と「Ｂ」の占める割合が全体の９０％以上を「順調」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０％以上９０％未満を「概ね順調」、７０％以上８０％未満を「やや遅れている」、７０％未満を「遅れている」とする。
　　　※２　「主要施策の達成度」 ・・・・原則、目標値に対する達成割合が９０％以上を「Ａ」、８０％以上９０％未満を「Ｂ」、７０％以上８０％未満を「Ｃ」、７０％未満の場合を「Ｄ」とする。

順調 低い 高い

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

総合防災訓練の参加者
数(3年ごとに大規模開催
するため累計で計上）

人 Ａ

出前講座の参加者
数（累計）

人 Ａ

地域防災訓練の参
加者数

人 Ａ

1

◆38関係機関と連携し、大淀川河川敷イベント広場を主会
場に、檍地域、蛎原地区、二ツ立地区、島山地区をサテライ
ト会場として南海トラフ巨大地震を想定した３年に１度の総
合防災訓練を実施した。
◆防災意識の向上を図るため「地域防災訓練事例集」等を
活用しながら、出前講座を１１４回実施した。また、みなとま
つりやふくしまつり、消防防災フェスタなどで防災啓発を行っ
た。
◆市民防災研修会（地域自治区単位）を１８３回行った。
◆新たに15事業所と災害時協定を結ぶとともに、物資協定
事業所については初めて物資提供可能量の調査を行い相
互の連携強化を図った。
◆訓練の活性化を図るため、新たに「地域防災訓練の手引
き書」を作成し配布を行なった。

◆地域消防防災支援隊は、研修会や訓練等へ参加し地域
での防災力の向上を推進した。（消防局総務課）
◆地域における自主防災訓練等への参画について、支援
隊への連絡体制の見直しを行った。（消防局総務課）

◆宮崎市地域防災計画に基づき、災害発生時においてボラ
ンティア活動が円滑に行われるよう、ボランティア活動支援
体制の整備及び関係機関との連携体制の確立を図るため
に、宮崎市災害ボランティアセンター本部設置運営マニュア
ルを作成した。(文化・市民活動課）
◆災害時救援ボランティアコーディネート養成講座を（平成
28年9月から計4回）実施した。平成28年度修了生：47名
（H15～延べ人数は527名）（文化・市民活動課）

【H28年度評価コメントへの対応】
①地域と企業の連携を図るために、積極的に宮崎市総合防
災訓練に参画してもらうよう促した。
②各地域で行う防災訓練の活性化を図るため、「地域防災
訓練事例集」の活用や、訓練手法等をまとめた冊子を各自
治会等に配布するなどし、効果的な防災訓練が行なえるよ
う情報発信を行った。

◆地域防災訓練においては、地域住民の高齢化や訓練内
容のマンネリ化が見られる。

◆地域消防防災支援隊の活動については、各支部によっ
て地域差が見受けられる。（消防局総務課）

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆昨年発生した熊本地震により,,市民の災害に対する危機
意識が高まっていることが、意識調査に現れているものと
考えられ、さらなる防災対策が必要と思われる。

◆地域の防災訓練においては、今回作成した、「地域
防災訓練手引き書」を参考とした訓練を取り入れること
や、地域防災コーディネーターによる訓練の企画・指導
を行うことにより、訓練の活性化を図る。また、地域防災
コーディネーターによる、きめの細やかな防災相談や出
前講座等を通して支援を図る。
◆今年度、新聞誌面を活用した防災意識の啓発やリー
フレットの作成により市民の防災意識の向上を図る。

◆地域消防防災支援隊と自主防災組織とが連携した地
域防災活動について、積極的に支援する体制を整え
る。（消防局総務課）

【H28年度評価コメント】
①引き続き、防災訓練に当たっては、地域や企業の
連携強化を図ること。
②「地域防災訓練事例集」を活用し、住民の防災意
識の向上を図ること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、防災訓練については、内容が充実する
よう地域や企業と共に見直しを行うこと。
②「地域防災訓練事例集」や「地域防災訓練の手引
き書」を活用し、住民の防災意識の向上を図ること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 防災力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－２　日ごろの備えで『防災力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-3-1-3 21 21 21 22 22

2 2 14 21

事業費 0 千円

満足度 福祉総務課 見守りネット台帳整備補助事業【再掲】 850

低い 福祉総務課 地域福祉活動推進補助事業【再掲】 45,394

前回との比較

重要度

高い
前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-3-１‐4 79.6 80.5 82.0 83.5 85.0

79.7 81.4 83.6 84.8

420 530 640 703 771

419 509 593 676

事業費 5,800 千円

満足度 危機管理課 地域防災リーダー育成強化事業 500

低い 消防局総務課 自主防災力向上対策事業 5,300

前回との比較

重要度

高い
前回との比較

福祉部 福祉総務課 (70)3304

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

総務部 危機管理課 (70)2337

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

地域の取り組みとして、
避難支援体制が組織さ
れている地域自治区の
数

地区 Ａ

・地域における避難支援体制構築の重要性等について地域
の理解を深めるため、一般住民を対象とした出前講座を７
回実施するとともに、民生委員や自治会長を対象とした説明
会を３５回実施した。
・平成２８年度は、新たに７地区において避難支援体制構築
のための「市からの情報提供に関する協定」を締結し、これ
により避難支援体制が組織されている地域自治区は全部で
２１地区となった。
【H28年度評価コメントへの対応】
・個別避難支援計画書の策定に取り組んでいない地域に、
呼びかけを行うとともに、マニュアルの説明を行うなど策定
支援を行った。

・「本郷地区」において、避難支援体制構築に必要な「市か
らの情報提供に係る協定」が締結されていない。
・「市からの情報提供に係る協定」が締結されているもの
の、個別避難支援計画の策定が進んでいない地区があ
る。
【市民意識調査結果を踏まえた課題】
・災害時の支援体制の充実について重要と思う人の割合
が８割を超える一方で、約半数の人が現状について不満・
やや不満と答えており、より積極的に取組を進めていく必
要がある。

・「本郷地区」における「市からの情報提供に関する協
定」を早期に締結するため、地域自治区事務所と連携し
ながら、同地区における関係者への支援を積極的に行
う。
・個別避難支援計画の策定が進んでいない地区におい
て、自治会長の改選時や避難行動要支援者名簿の地
区への提供時期に合わせて計画策定の重要性等につ
いて個別に説明等を行うなど、地域自治区事務所と連
携しながら地域の実情に応じた適切な策定支援を行う。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、他の部局や地域団体と連携して、個別
避難支援計画の策定支援を早急に進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、他の部局と連携して、個別避難支援計
画の策定に取り組んでいない地域に呼びかけと支援
を行うこと。

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

自主防災組織の結
成率

％ Ａ

◆地域防災リーダーとなる人材を育成するため、防災士の
資格を修得するための費用の一部を補助した。
◆過去に本市が防災士の登録料を助成した方５３人に対
し、杉尾宮崎大学名誉教授を招きフォローアップ研修を実施
した。
◆各地域で行なわれる防災訓練の活性化を図るため「地域
防災訓練事例集」を活用するとともに、新たに「地域防災訓
練の手引き書」を作成し配布した。

◆１０の自主防災組織に対して防災資機材の交付を行っ
た。全体としては５９３組織（９８．２％）に交付している。（消
防局総務課）

【H28年度評価コメントへの対応】
①「地域防災訓練事例集」を活用し、地域の防災訓練の支
援を行なった。

◆自治会単位で結成している自主防災組織の高齢化が進
む状況のなか、地域の防災力の向上を図るため、災害に
関する知識・技術を有する人材を育成する必要がある。
◆大規模な災害時においては、地域の助け（共助）が必要
不可欠であり、自主防災組織の結成率の更なる向上や組
織の活性化を図る必要がある。

◆自主防災組織によっては、活動に対して積極的でない
姿勢が見受けられる。（消防局総務課）

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆組織の高齢化や活動の停滞感が満足度を低下させてい
る原因と考えられるため、更なる活動推進が必要と考えれ
れる。

◆災害時において地域の防災リーダーとなる防災士の
育成を引き続き行なうとともに、防災士の地元自治会と
さらに協力し合えるような体制の構築を図る。
◆地域防災訓練や出前講座などを活用し、活動の活性
化を図るとともに、更なる自主防災組織の結成を促す。
◆地域防災コーディネーターによる小地域単位での訓
練や研修会の開催、また、既存組織の活性化も視野に
入れ「地域防災訓練事例集」や新たに作成した「地域防
災訓練の手引き書」の活用により支援を行なう。

◆あらゆる機会を捉え、自助･共助の重要性を広報し、
自主防災活動の活性化を促す。（消防局総務課）

【H28年度評価コメント】
①地域の防災訓練や研修会実施にあたっては、「地
域防災訓練事例集」を活用すること。

【H29年度評価コメント】
①地域の防災訓練や研修会実施にあたっては、「地
域防災訓練事例集」や「地域防災訓練の手引き書」を
活用するとともに、研修内容等の充実を図ること。

防災士の数（累計） 人 Ａ

2
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 防災力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－２　日ごろの備えで『防災力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

3-3-1-5 95.0 95.5 96.0 96.0 97.0

94.9 95.9 95.5 96.1

事業費 277,130 千円

満足度 消防局総務課 非常備消防活動事業 256,000

やや高い 消防局総務課 消防音楽隊活動事業 6,000

前回との比較
消防局総務課 女性消防団活動事業 8,180

重要度 消防局総務課 地域防災対策事業 6,950

やや高い

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H27 H29 H30 単位 達成度

3-3-3-1 25.0 25.5 30.0 30.0 30.0

24.4 29.5 28.7 26.0

事業費 36,207 千円

満足度 危機管理課 防災情報メール配信事業 1,624 都市計画課 地震津波対策インフラ構想推進事業 290

低い 危機管理課 地域防災システム事業 1,543

前回との比較
危機管理課 同報系防災行政無線デジタル化整備事業 11,250

重要度 危機管理課 大規模災害時備蓄品整備事業 9,700

高い 危機管理課 避難場所等環境整備支援事業 5,600

前回との比較
危機管理課 災害情報配信事業 6,200

消防局 総務課 （70)4003

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

総務部 危機管理課 （70）2337

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

消防団員の確保
（団員充足率）

各年3月31日現在
％ Ａ

【H28年度評価コメントへの対応】
◆消防団員確保対策として、市や地域行事において、消防
団音楽隊やラッパ隊、女性消防団員によるＰＲ活動を行っ
た。
◆「学生消防団活動認証制度(H28.6～）」を導入し、宮崎商
工会議所を通じて企業にチラシを配布するなど、若い世代
の団員確保に努めた。（H29.3末現在：18名）
◆資機材の整備として、消防団幹部に災害時に着用するベ
ストを配付し、災害現場の指揮系統を明確にして消防力の
強化を図った。
◆条例改正により、消防団員の任用要件を本市の居住者に
加え、本市に勤務する者及び通学する者に拡大し、消防団
員確保のための条件整備を行った。（施行H29.4.1）

◆消防団員の被雇用者の増加などにより、団員確保が困
難となっている。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆災害に対する関心の低下に加え、消防団の活動が認知
されていないことが考えられるため、消防団募集に併せ消
防団活動の重要性のPRが必要である。

 ◆「宮崎市消防団組織体制検討委員会」において、消
防団員確保や資機材整備について引き続き検討を行
い、消防団の組織強化に努める。
◆大学生等の入団促進及び就職活動支援を目的とし
た「学生消防団認証制度」や団員の任用要件の拡大を
ＰＲすることにより、若い世代の団員確保を図る。
◆消防団活動に対する市民の認知度を向上させるため
に活動内容等を積極的にPRしていく。

【H28年度評価コメント】
①消防団員の確保及び資機材の整備について、引き
続き検討を行い、消防力強化に努めること。
②「学生消防団活動認証制度」について、学生、企
業、双方における普及・活用を図ること。

【H29年度評価コメント】
①消防団員の確保及び資機材の整備について、引き
続き検討を行い、消防力強化に努めること。
②「学生消防団活動認証制度」について、学生、企
業、双方における普及・活用を図ること。

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

「災害に強いまち」
と感じる市民の割合

％ Ｂ
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◆市内沿岸部の同報系防災行政無線について、アナログ方
式からデジタル方式への更新が完了した。
◆津波浸水想定域のうち、急傾斜地等に囲まれた青島地域
（重点地域：折生迫地区、内海地区）について、対象地域の
住民が安全かつ円滑な一時避難ができるよう地域特性を踏
まえた避難場所と避難経路を整備した。
◆津波浸水想定域内の138自治会に対し、「地域津波避難
行動計画」の作成支援を行った。

【H28年度評価コメントへの対応】
①今後の事業展開として、地域住民のための避難場所等の
整備を支援するとともに、災害情報の伝達手段の充実・強
化に努める。

◆今後、津波避難対策として一時避難場所を整備した折
生迫地区、内海地区においては、土砂災害危険地域であ
り、想定浸水深が深いことから、その特性に応じた緊急避
難場所の環境整備を検討していく必要がある。
◆同報系防災行政無線のデジタル化更新により屋外への
災害情報の配信手段は確保できたが、屋内にいる場合や
携帯電話を所有していない市民の方への情報配信方法を
検討していく必要がある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆昨年４月に発生した熊本地震において、物資の流通関
係や避難所対策等において数々の問題が発生しており、
それを踏まえ市民の不安感が高まり満足度が低下したも
のと思われる。

◆自治会・自主防災組織等が避難施設や避難路等の
環境整備を行う場合、事業費の一部を補助し、地域主
導による津波避難体制の充実・強化を図る。
◆災害発生時にコミュニティFM放送を活用し、市からの
災害情報を配信し、その際、自動で起動する防災ラジ
オを導入することで、迅速かつ確実な情報配信手段の
確保を図る。防災ラジオについては、購入費用の一部
を補助することで、広く普及に努める。
◆メール・ラジオ・テレビによる速やかな情報伝達や受
援体制の構築等を図っていく。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、地震・津波対策に関連する事業を計画
的に進めること。

【H29年度評価コメント】
①熊本地震を踏まえ、受援計画と応援要請の手順の
計画を平成29年度を目途に作成すること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 環境力

2　重点テーマ（８つの力）を構成する主要施策の取組状況

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

2-1-2-2 998 999 994 992 995

989 983 993 981

事業費 21,785 千円

満足度 環境保全課 こども５Ｒ学習事業 2,800 廃棄物対策課 事業系一般廃棄物適正処理推進事業 4,100

高い 環境業務課 地域環境美化推進事業 525 農業振興課 農業用廃プラリサイクル推進事業 600

前回との比較
環境業務課 ごみ減量啓発事業 2,770

重要度 環境業務課 家庭系生ごみ減量促進事業 4,100

高い 環境業務課 資源物集団回収推進事業 6,200

前回との比較
環境業務課 資源物持ち去り防止対策事業 690

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－３　循環型の地域づくりで『環境力』の向上

分析グラフ

達成度 満足度 重要度

環境部 環境業務課 （70）3388

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

全
体
評
価

○達成度は「概ね順調」。市民意識調査の結果からは、「環境力」は、引き続き、現状を維持した取組が求められている。
（今後の方向性）
○限りある資源やエネルギーを大切に効率よく使い、ごみの減量化や資源化などに取り組み、循環型のまちづくりを進める。
○本市の特性である「水と太陽と緑」を生かし、クリーンエネルギーの活用を図る。

総事業費（千円）

5,645,571

　　　※１　「重点テーマ（８つの力）の達成度」　・・・・原則、重点テーマ（８つの力）を構成する下表の「主要施策」の達成度「Ａ」と「Ｂ」の占める割合が全体の９０％以上を「順調」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０％以上９０％未満を「概ね順調」、７０％以上８０％未満を「やや遅れている」、７０％未満を「遅れている」とする。
　　　※２　「主要施策の達成度」 ・・・・原則、目標値に対する達成割合が９０％以上を「Ａ」、８０％以上９０％未満を「Ｂ」、７０％以上８０％未満を「Ｃ」、７０％未満の場合を「Ｄ」とする。

概ね順調 高い やや高い

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

市民１人１日あたり
のごみの排出量

ｇ A

◆市が委嘱している21名の「ごみ減量アドバイザー」や自治
会から選任された「ごみ分別大使」の活動により、地域に根
ざしたごみ減量とリサイクル推進の意識向上を図った。
◆環境フェスタや地区文化祭等のイベントでの啓発や市広
報、月刊パームス、回覧板等による啓発を実施した。
◆生ごみの自家処理を推進するため、電動生ごみ処理機の
購入補助や生ごみ処理器の支給に加え、使い方講習会を
実施した。
◆資源物集団回収事業を推進した。
【H28年度評価コメントへの対応】
　上記取組を継続して実施

◆自治会未加入世帯に対しての啓発手法を検討し、市
民全体にごみの減量化とリサイクル推進の意識向上を
図ることが必要である。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
生活に密着した施策であるため重要度、満足度ともに高
い。このことが市民１人1日あたりのごみ排出量の数値
（減少）に表れていくような継続的な取組みが必要であ
る。

◆小中学校の家庭教育学級や子育てサークル等、
市民が集まるグループを対象に、ごみの減量とリサ
イクル推進の周知啓発を図る。
◆マンション管理組合又はマンション自治会へ、集
団回収の啓発を図る。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、市民総力戦で「ゴミを捨てない運動」を推
進すること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、市民総力戦で「ゴミを捨てない運動」を推
進すること。

1
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 環境力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－３　循環型の地域づくりで『環境力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

2-1-2-4 2,564 2,509 2,455 2,400 2,346

2,798 3,419 3,401 3,332

48,940 千円

満足度 生活安全課 宮崎市管理防犯灯ＬＥＤ化推進事業 9,300

低い 環境保全課 みやざきエコアクション認証制度事業 1,840

前回との比較
環境保全課 太陽エネルギー利用機器導入促進事業 28,000

重要度 道路維持課 道路照明施設ＬＥＤ化事業 9,800

やや低い

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

2-1-3-1 6.35 7.90 8.99 10.08 23.66

5.65 6.99 8.06 9.04

事業費 186,883 千円

満足度 廃棄物対策課 浄化槽管理事業 1,020

高い 廃棄物対策課 合併処理浄化槽設置補助事業（清武） 498

前回との比較
廃棄物対策課 公設合併処理浄化槽建設事業 3,235

重要度 廃棄物対策課
公設合併処理浄化槽整備推進事業
（ＰＦＩ）

182,130

高い
前回との比較

環境部 環境保全課 （70）3369

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

環境部 廃棄物対策課 （70）3407

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

温室効果ガス排出
量［前々年の数値］

千ｔ C

◆太陽光発電システム設置費の一部補助を行い、クリーン
エネルギーの導入促進、エネルギーの地産地消、自立分散
型エネルギーの普及、温室効果ガスの排出量削減等を図っ
た。
◆宮崎市地球温暖化対策地域協議会でノーマイカーデーや
エコドライブを推進し、一事業所として宮崎市役所も取り組
んだ。
【H28年度評価コメントへの対応】
「次世代自動車導入促進事業」を新規事業構築し、創電と蓄
電に加え災害時のライフラインとしての機能強化を目指した
が、予算獲得できなかった。

◆温室効果ガスの排出量を減らすには、低炭素製品（省エネ
家電・次世代自動車等）導入や公共交通機関の利用など費用
負担や不便さ等が伴い、一事業所である宮崎市役所でもなか
なか進んでいない。

◆創エネのみならず、省エネと蓄エネも進めていかなければな
らないが、市民アンケートでは、重要度も満足度も下がってい
る。エネルギーへの関心や危機感が薄れていると思われる。

◆太陽光以外のクリーンエネルギーの利用について、今後検
討していく必要がある。

◆積極的な情報提供を行い、なお一層の普及啓発を図
る。
・国民運動「COOL CHOICE」、家庭でできる省エネ、環境
家計簿等の具体的な取組を市ＨＰで情報発信。
・イベントや懸垂幕掲示等、定期的に啓発活動を実施。

◆太陽光以外のクリーンエネルギーの利用については、
少ない経費で効果的な取組ができるよう、先進自治体等
の調査研究や情報収集を行い、新規事業化を目指す。

【H28年度評価コメント】
①太陽光発電以外の新たなエネルギー利用が図られ
る事業を検討すること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、太陽光発電以外の新たなエネルギー利用
が図られる事業を検討すること。

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

公設合併処理浄化
槽普及率

％ B

◆推進員による対象区域の個別訪問で普及促進に努める
とともに、県や民間事業者と一体となって、合併処理浄化槽
の普及促進に向けた啓発活動を実施した。
◆平成29年度からの公設合併処理浄化槽事業のＰＦＩ導入
に向けて、公募による事業者選定を図り、10年間のＰＦＩ事業
契約を締結した。

【H28年度評価コメントへの対応】
①上記を踏まえ、当面は、ＰＦＩ事業者による公設合併処理
浄化槽の整備促進を注視していくこととし、併せて、官民一
体となった合併処理浄化槽の普及促進に努めるものとす
る。

◆年間目標設置基数（150基）を達成できなかったが、対
象世帯の高齢化や経済的負担に対する懸念等が要因と
考えられるため、単独処理浄化槽設置世帯に対する合
併処理浄化槽への転換に向けた意識の醸成が求めら
れる。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆公共下水道の普及を含めた満足度であるが、生活排
水処理に向けた市の施策には概ね理解を得ているた
め、引き続き対象区域の公設合併処理浄化槽の普及促
進に努めるものとする。

◆公設浄化槽事業のＰＦＩを導入した初年度となるた
め、まずは民間事業者の活力や動向に注視し、適
宜、管理・監督に努めるものとする。
◆合併処理浄化槽の整備促進に加え、既存浄化槽
の維持管理に対する意識の醸成を図り、公共用水
域の水質保全に努めるものとする。
◆県と市を中心に、民間事業者と連携した県下統一
による台帳システムの構築を図ったところであり、当
システムを有効に活用し、上記の方向性を着実に推
進していくものとする。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、合併処理浄化槽の設置の推進を図るこ
と。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、合併処理浄化槽の設置の推進を図るこ
と。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 環境力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－３　循環型の地域づくりで『環境力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

2-1-3-1 86.6 87.7 87.6 88.5 89.2

85.0 85.8 87.7 89.1

93.0 93.4 91.8 92.0 92.6

92.2 92.3 92.3 92.4

事業費 5,375,500 千円

満足度 上下水道局 農業集落排水事業　 48,500

高い 上下水道局 公共下水道事業　 5,327,000

前回との比較

重要度

高い
前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

2-1-3-2 98.0 98.0 98.0 98.0 98.0

97.6 98.2 99.5 97.3

事業費 8,833 千円

満足度 環境保全課 河川浄化対策事業

高い 佐土原・地域総
務課 河川浄化対策事業

前回との比較
環境保全課 ホタルの里づくり事業 530

重要度 環境保全課 水質汚濁防止対策事業 3,700

やや高い

前回との比較

上下水道局 下水道整備課 26-7655

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

環境部 環境保全課 （70）3368

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

公共下水道普及率 ％ A

水洗化率 ％ A

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

河川浄化活動による地
域河川のＢＯＤ値５㎎／
Ｌ以下の達成率

％ A

4,603

3-2

公共下水道未普及区域への普及促進を図るために、平成
29年4月14日付けで事業区域拡大を行った。

【H28年度評価コメントへの対応】
①概ね計画的に公共下水道の整備が進んでいる。今後は、
清武町域を平成31年度概成目標に計画的な整備を進める。
②下水道施設の改築・更新費用の平準化などを考慮したス
トックマネジメント計画を平成30年度策定目標として進める。

◆下水道の未普及管路整備において、事業費の確保が厳しい
状況の中で計画的に整備を進めていく必要がある。
◆増大する下水道施設の改築需要に対応すべく、施設全体の
管理を最適化するストックマネジメントを推進する必要がある。
◆水洗化率の向上を図るため、公共下水道の供用開始を行っ
た区域について、早期に公共下水道への接続を図る必要があ
る。
【市民意識調査を踏まえた課題】
下水道普及率の増加に伴って、市民の満足度が向上してお
り、満足度・重要度共に高い評価を得ていることから、市民生
活には必要な事業であり、更なる普及促進を図る必要がある。

◆事業費を確保し、計画的に未普及管路整備を進めてい
く。
◆下水道施設の改築・更新については、施設全体の管理
を最適化するストックマネジメントを推進し、事業費の平準
化を図る。
◆新たな下水道供用開始区域については、説明会等を通
して理解と協力をお願いし、水洗化の促進を図る。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、生活排水処理施設の計画的な整備や適
正な維持管理を行うこと。
②引き続き、下水道施設の管理の適正化を図ること。

【H29年度評価コメント】
①老朽化した下水道施設について、長寿命化対策を実
施するとともに、事業費の平準化を考慮したストックマ
ネジメント計画を平成30年度を目途に策定すること。
②引き続き、下水道施設の管理の適正化を図ること。

生
活
排
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◆河川浄化等推進員による河川のパトロールを実施し、河
川の汚濁や不法投棄の早期発見、迅速な対応が図られた。
◆河川浄化推進協議会の取り組みへの支援及び啓発事業
を通じて市民の河川浄化意識が高まった。
◆テレビ、ラジオによる河川啓発ＣＭを通じて、流域住民へ
の啓発が図られた。
【H28年度評価コメントへの対応】
①大淀川流域自治体とともに、三股町のイベント会場で啓
発活動を実施した。
②市広報紙の11月号に河川愛護月間として、家庭で実践で
きる河川浄化の取り組みについて掲載した。また、河川浄化
街頭キャンペーンの他、環境ミニフェアでの啓発活動によ
り、市民へ河川浄化の効果的な啓発を行った。

◆大淀川をはじめ、市内の各河川の水質は、年々改善されて
きているが、さらなる改善のため、大淀川上流域での河川浄化
の取り組みを強化していく必要がある。

◆地域住民や事業者が主体となった河川浄化の取り組み
を連携して支援していく。
◆国、県及び流域自治体と連携を強化し、さらなる水質改
善に向けた上流域の取り組みを要請していく。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、水質改善を図るため、流域自治体と政策
協議を進めるなど、連携強化を図ること。
②引き続き、河川浄化に向けた住民意識の高揚を図る
ため、効果的な啓発活動を進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、水質改善を図るため、流域自治体と政策
協議を進めるなど、連携強化を図ること。
②引き続き、河川浄化に向けた住民意識の高揚を図る
ため、効果的な啓発活動を進めること。河
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 環境力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ２　「地域の“きずな”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ２－３　循環型の地域づくりで『環境力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 H30 単位 達成度

2-1-4-2 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4

3.2 2.8 3.7 5.0

事業費 3,630 千円

満足度 景観課 緑の保全事業 2,030

高い 景観課 民間緑化支援事業 1,600

前回との比較

重要度

低い
前回との比較

都市整備部 景観課 (70)2595

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

緑化計画により新
たに創出された緑
地の面積

ha A

◆良好な自然環境を維持するため、新たに3本の樹木を郷
土の名木として指定した。
◆民有地の緑化を促進するため、緑化工事に係る費用の一
部を補助した。（4件）
◆郷土の名木を適切に管理していくため、大規模剪定等の
管理に係る費用の一部を補助した。（2件）
【H28年度評価コメントへの対応】
「宮崎市緑の審議会運営要綱」等の改正について、審議会
に諮っている。審議会委員の意見を踏まえながら、H29年度
の緑の基本計画の改訂にあわせ、全体の計画策定の中で
制度設計について検討していく予定。

◆行政区域全体における緑地の割合は、75.9%（約48,920ha）を
占めているものの、市街化区域における緑被地（農地＋樹林
地）の減少が著しい。
※市街化区域における緑被地の変遷
　・昭和57年度・・・1,469.3ha（26.9%）
　・平成5年度 ・・・897.7ha（14.8%）
　・平成20年度・・・610.3ha（9.4%）
【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆市民の満足度は高いが、重要度は低い状況であるため、環
境保全の観点から、緑がもたらす多様な機能や役割等の重要
性について、周知・啓発に努めていく必要がある。

◆郷土の名木、緑の保全地区の指定により、現存する緑
を保全するとともに、緑化補助制度の活用により、新たな
緑の創出を図っていく。
◆市街化区域において、緑の創出を促進するための緑化
補助制度について、緑の審議会の意見を踏まえながら、
制度設計を進めていく。
◆緑は、人々の心に安らぎとゆとりを与え、まちに潤いをも
たらすかけがえのない財産であることから、市政出前講座
や緑の月間に合わせた啓発活動等により、緑の情報発信
に努めていく。

【H28年度評価コメント】
①緑の審議会の意見を踏まえ、緑を創出するための制
度設計を進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、緑の審議会の意見を踏まえ、緑を創出す
るための制度設計を進めること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力

2　重点テーマ（８つの力）を構成する主要施策の取組状況

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-1-1-3 374 375 376 376

379 380 395

370.0 370.0 370.0 370.0

370.0 383.0 未公表

事業費 49,021 千円

満足度 農政企画課 農産物等海外輸出支援事業 2,800 農業振興課 「みやざき茶」チャレンジ産地支援事業（地方創生） 250 2,300

やや高い 農政企画課 野菜消費日本一食育推進事業 3,349 農業振興課 みやざきの伝統野菜魅力創出事業（地方創生） 1,000 2,640

前回との比較
農政企画課 みやざき食の魅力発信プロジェクト事業 10,000 農業振興課 みやざき特産果樹産地確立事業（地方創生） 7,143

重要度 農業振興課 みやざき産うまい米支援事業 140 農業振興課 地域特産農産物ブランディング事業 800

やや低い 農業振興課 宮崎市産茶ＰＲ事業 2,000 農業振興課 みやざきどれ農産物ブランド力アップ事業 9,799

前回との比較
農業振興課 宮崎市産茶品質向上対策事業 2,800 農業振興課 食フェスタｉｎみやざき開催支援事業 4,000

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ３　「“げんき”なまちづくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－１　みやざき産の魅力で『ブランド力』の向上

分析グラフ

達成度 満足度 重要度

農政部 農政企画課/農業振興課 (71)3334、(71)3336

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

※指標「農業産出額」･･･H26年度
から国が公表を再開し、県が公表
をやめたため、今後は国の公表値
を指標とする。

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

農業振興課 みやざきの畜産物販売促進活動事業

農業振興課 畜産共進会事業

全
体
評
価

○達成度は「概ね順調」。市民意識調査の結果からは、「ブランド力」は、現状を維持した取組が求められている。
（今後の方向性）
○本市は、豊富な農林水産資源に恵まれていることから、引き続き、宮崎産の素材を生かした加工品のブランドづくりを推進するとともに、東・東南アジアへ
の輸出を推進し、宮崎の「食」の販路拡大に向けた取組を充実する。

総事業費（千円）

145,744

　　　※１　「重点テーマ（８つの力）の達成度」　・・・・原則、重点テーマ（８つの力）を構成する下表の「主要施策」の達成度「Ａ」と「Ｂ」の占める割合が全体の９０％以上を「順調」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０％以上９０％未満を「概ね順調」、７０％以上８０％未満を「やや遅れている」、７０％未満を「遅れている」とする。
　　　※２　「主要施策の達成度」 ・・・・原則、目標値に対する達成割合が９０％以上を「Ａ」、８０％以上９０％未満を「Ｂ」、７０％以上８０％未満を「Ｃ」、７０％未満の場合を「Ｄ」とする。

概ね順調 やや高い やや高い

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

農業産出額
（県公表）

億円 －

◆農林水産物の販路拡大・ブランド力の向上
・「みやざき中央農産物ファン拡大事業委員会」や「みやざき
中央畜産物消費拡大推進協議会」と連携し、本市産農畜産
物の大都市圏でのＰＲ活動やプロスポーツ等を活用した試
食、販売活動など消費拡大の取組を行った。
・日本茶ＡＷＡＲＤ（平成２７年度までは全国茶品評会）に出
品した生産者への支援を行い高品質な茶への生産意識を
高めるとともに、本市産を使用したオリジナル商品を開発
し、本市産茶のＰＲを行った。
・農林水産物の消費拡大や販路拡大のため、県内外のホテ
ル・飲食店等との連携を図る取組を支援した。

◆食育・地産地消の推進
・食育の機会を通じて野菜の消費拡大を図るため、宮崎市
食育・地産地消推進会議（外部有識者会議）やセミナーを開
催するとともに、ＮＰＯ法人等が実施する食育活動を支援し
た。
・学校給食における本市産農産物の活用を図るため、教育
委員会と連携し、小学校の給食献立にやまいき黒皮かぼ
ちゃや完熟金柑を取込み、併せて小学生に対し宮崎市の農
業や食育に関する講話を行った。

◆宮崎産農産物等の輸出
・宮崎産農産物等の海外輸出に取り組む農業者やＪＡ等の
関連団体を支援するとともに、市としても職員を現地に派遣
し、宮崎産農産物等のＰＲを行った。

【H28年度評価コメントへの対応】
①庁内関係課とみやＰＥＣ推進機構による「農産物及び加工
品等の販路拡大に関する担当者会」を定期的に開催し、情
報共有を図りながら、国内外への販路拡大対策に努めた。
②宮崎市食育・地産地消推進会議を中心に、庁内調整会議
も開催しながら、「ＭＶＰ３５０」を始めとした食育活動の推進
に努めた。
③本市産茶のオリジナル商品のＰＲや、「やまいき黒皮かぼ
ちゃ」の地理的表示（ＧＩ）保護制度の認証取得に向けた取組
みのほか、「高岡文旦」などの地域特産農産物のブランディ
ングに取組んだ。
④ＪＡ宮崎中央が実施する米、茶、せんぎり大根、漬物など
の台湾等への輸出の取組を支援した。
また、みやＰＥＣ推進機構と連携し、神戸～上海航路を活用
した宮崎産農産物等加工品の試験的な輸出の取組を支援
した。

◆農林水産物の販路拡大・ブランド力の向上
・消費者・販売者のニーズは多様化していることから、消
費者動向を分析し、生産から販売、ＰＲまで一体となった
品目ごとの戦略の構築や、他品目とのコラボによる贈答
品の検討など特徴ある商品づくりが必要である。

◆食育・地産地消の推進
・食育を通じた野菜の消費拡大を図るため、「ＭＶＰ３５
０」を提唱し、研修会や出前講座等も開催しているが、市
民の行動につなげ、効果を発現させるには長い年月を
要する。

◆宮崎産農産物等の輸出
・農産物等の海外輸出については、徐々に成果が出て
きているところではあるが、生鮮に関しては物流手段や
物流コストに大きな課題がある。
・海外輸出に農林漁業者自らが取り組むことは困難な状
況であり、製造業や販売業との連携が不可欠である。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
・「完熟マンゴー」や「完熟きんかん」、「宮崎牛」などブラ
ンド品目のイメージから、一定の満足度はあるものの、さ
らにブランドの確立を図ることが重要と考えられる。
・今後とも、市民向けの本市産農畜産物のＰＲを展開す
るとともに、ＳＮＳ等を活用した県内外への情報発信の
強化に努める必要がある。

◆市産品の販路拡大やプロモーションに関係する庁
内部局とみやＰＥＣ推進機構との連携を強化し、国
内及び海外の販路拡大を図る。

◆本市産農産物のブランド化や消費拡大により生産
者の所得向上を図るため、「みやざき中央農産物
ファン拡大事業委員会」や「みやざき中央畜産物消
費拡大推進協議会」の取り組みを引き続き支援す
る。

◆本市を代表する伝統野菜である「やまいき黒皮か
ぼちゃ」のＧＩ認証取得を見据えた情報発信に努め
る。

◆本市産茶のオリジナル商品のＰＲや新たな地域特
産農産物のブランディングに取組んでいく。

◆食育・地産地消に関しては、本年度に「宮崎市食
育・地産池消推進計画」を改訂することにしており、
さらに実効性ある具体的な施策を盛り込む。

◆海外輸出については、加工品に関しては、輸出に
耐え得る賞味期限の長い商品と輸出に前向きな事
業者の掘り起こし、生鮮品に関しては、引き続き残
留農薬規制や輸送手段等における課題解決に向け
ての検討を行う。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、関係機関と連携し、消費者のニーズに合った
ブランド戦略、ＰＲ活動を強化し、左記のような取組による
情報発信に努めること。
②引き続き、分野横断的な取組で、食育・地産地消の推進
を図ること。
③引き続き、地域の特色ある農林水産物のブランド化を進
めること。
④引き続き、宮崎産農林水産物の輸出の促進を図ること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、関係機関と連携し、消費者のニーズに合った
ブランド戦略、ＰＲ活動を強化し、情報発信に努めること。
②引き続き、分野横断的な取組で、食育・地産地消の推進
を図ること。
③引き続き、地域の特色ある農林水産物のブランド化を進
めること。
④市産品の国内外への販路拡大については、関係部局や
みやＰＥＣ推進機構と連携して、規制や輸送手段などの課
題を解決するのための検討を行うこと。

農業産出額
（国公表）
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ３　「“げんき”なまちづくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－１　みやざき産の魅力で『ブランド力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-1-1-4 24 28 32 36 39

28 33 36 36

事業費 42,100 千円

満足度 農政企画課 ６次化商品海外販路開拓事業（地方創生） 3,500

低い 農政企画課 ６次産業化支援事業（地方創生） 1,600

前回との比較
農政企画課 ６次化商品販路開拓事業（地方創生） 9,900

重要度 農政企画課 宮崎市版６次産業化実現事業 4,000

やや低い 農政企画課 みやＰＥＣ推進機構運営事業 23,100

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-1-1-5 0 0 0 0 0

0 1 0 0

3,100 7,500 7,550 12,525 16,619

7,303 10,383 10,424 15,311

事業費 20,783 千円

満足度 農業振興課 環境保全型農業直接支払交付金事業 8,783

高い 農業振興課 家畜自衛防疫対策強化事業 7,500

前回との比較
農業振興課 農場環境保全対策事業 4,500

重要度

高い
前回との比較

農政部 農政企画課 (71)3334

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

農政部 農業振興課 (71)3401

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

６次産業化の取
組事例数（累計）

件 A

・(一社)みやＰＥＣ推進機構の運営を支援した。
・みやＰＥＣ推進機構がコーディネートして開発する新商品
の製造及び販路開拓等を支援した。
・６次化商品の国内での販路開拓を図るため、みやＰＥＣ推
進機構が首都圏において開催する展示商談会など販路開
拓の取組を支援した。
・農林漁業者の所得向上を図るため、農林漁業者が行う６
次化商品の販路拡大の取組を支援した。

【H28年度評価コメントへの対応】
①庁内関係課とみやＰＥＣ推進機構による「農産物及び加工
品等の販路拡大に関する担当者会」を定期的に開催し、情
報共有を図りながら、国内外への販路拡大対策に努めた。
②みやＰＥＣ推進機構が、食品製造業と宮崎海洋高校との
連携による缶詰商品「宮崎マヒマヒフレーク（宮崎どれシイラ
の油漬け）」をプロデュースし、この商品は『備蓄缶プロジェ
クト宮崎』と題して、備蓄用食品としての販売が開始されたと
ころである。

・６次化商品については、アイテム数が少なく、買い手に
とって魅力的な商品がまだまだ少ないのが現状である。
また、引き合いがあっても製造量が少なく求められたロッ
トに対応できないケースも多い。
・農林漁業者自らが取り組む加工の取組は、営業面で
のハードルの高さに加え、生鮮の単価高の影響から、新
たな取組については鈍化傾向にある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
・市民への６次化商品のPR不足などにより、満足度が低
下しているものと考える。

◆市産品の販路拡大やプロモーションに関係する庁
内部局とみやＰＥＣ推進機構との連携を強化し、国
内及び海外の販路拡大を図る。

◆６次化商品の販路拡大の取組に加え、加工機械
等の導入も支援することにより、新商品の開発を促
し、新たな取組事業者の掘り起こしを行う。

◆農林漁業者と食品製造業・飲食業等とのマッチン
グを行いながら、新商品・新サービスの開発を促す。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、宮崎の素材を生かした加工品のブランドづくり
を推進すること。
②引き続き、非常食の開発を進めること。

【H29年度評価コメント】
①６次化商品が、買い手にとって魅力的なものとなるよう、
みやPEC推進機構や専門家とともに、新商品の開発やプロ
モーションを進めること。

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

家畜伝染病の発
生件数

件 －

◆畜産農家に対して、飼養衛生管理基準の遵守を指導する
とともに、関連する施設整備や機械の導入支援を行った。ま
た、県内での高病原性鳥インフルエンザの発生を受け、家
畜伝染病予防のための消毒剤配布を通常の２回から４回に
増やして実施するとともに、通知文書等で防疫意識の高揚
を図った。

◆県と連携した防疫演習を２回実施し、防疫体制の確認を
行った。

◆畜産農家に対して、国内及び近隣諸国における家畜伝染
病の発生情報を、ＦＡＸ等で速やかに伝達した。また、家畜
防疫の研修会を実施した。

◆化学肥料や農薬の使用低減などの、環境保全型の生産
活動を支援したことにより、自然環境の保全に資する取り組
みが定着した。

【H28年度評価コメントへの対応】
①上記のとおり安全・安心な農畜産物生産の取組を支援
し、自然環境に配慮した農業の周知を図った。

◆県内での口蹄疫の終息から６年が経過したが、近隣諸国で
は依然として家畜伝染病が継続して発生している。
　畜産農家の防疫に対する意識の低下が懸念される中、引き
続き畜産農家の意識高揚と防疫体制の堅持が必要である。

【市民意識調査の結果を踏まえた課題】
◆本市においては、化学肥料や農薬の使用を低減した生産活
動が行われており、市民からも高い評価を得ている。
　将来に渡って安全安心な農産物の生産を推進するため、引
き続き適正施肥の指導や農薬の低減に努める必要がある。

◆家畜防疫の徹底や農畜産物の安全・安心な取組みにつ
いて、関係団体とともに防疫研修会等を実施し、生産者へ
の周知に努める。

◆引き続き、飼養衛生管理基準の遵守と消毒剤の配布、
畜舎整備への支援を行う。

◆引き続き、化学肥料・農薬の使用量を低減した環境保
全型の生産活動等に対する支援を行う。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、安全安心な農畜産物生産の取組を促進する
とともに、自然環境に配慮した農業を推進すること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、安全安心な農畜産物生産の取組を促進する
とともに、自然環境に配慮した農業を推進すること。

環境保全型農業
取組面積
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ３　「“げんき”なまちづくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－１　みやざき産の魅力で『ブランド力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-1-1-7 25 25 25 25 25

29 35 25 22

1 1 1 1 1

3 1 3 1

事業費 27,790 千円

満足度 森林水産課 漁業後継者等活動支援事業 630 森林水産課 カサゴ資源造成推進事業 140

低い 森林水産課 おさかな消費拡大事業 1,850 森林水産課 イセエビ生息環境調査事業 2,350

前回との比較
森林水産課 漁業経営安定化緊急対策事業 9,600 森林水産課 「青島どれ」ブランド基盤強化支援事業 1,600

重要度 森林水産課 つくる漁業振興事業 2,070

やや低い 森林水産課 内水面漁業振興支援事業 2,800

前回との比較
森林水産課 漁業経営向上支援事業 6,750

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-2-2-3 45,000 49,000 49,000 60,500 25,300

48,786 51,576 46,163 40,472

― ― ― ― 10

― ― ― ―

事業費 6,050 千円

満足度 商業労政課 物産と観光展開催支援事業 2,550

高い 商業労政課 みやざき特産品販路拡大支援事業（地方創生） 2,500

前回との比較
工業政策課 手づくり工芸品育成支援事業 1,000

重要度

高い
前回との比較

農政部 森林水産課 (71)3451,(71)3452

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

観光商工部 商業労政課 （70）3622

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

近代化機器の年
間整備件数

件 B

◆操業の合理化・省力化、操業中の安全確保行い、漁業経
営の向上を図るため、漁船設備更新等に要する経費に対す
る助成を行った。
◆水産物の消費拡大、漁協の経営安定を図るため、漁協が
実施するイベント等への支援を行った。
【H28年度評価コメントへの対応】
①直売所の品揃えの充実を図るため、冷凍オープンケース
の導入に対し支援を行った。また、市漁協が水産物の消費
拡大を図るため行った、内海港沖で操業が始まった大型定
置網獲れの魚を活用したイベントの新規開催に対し支援し
た。

◆漁協を中心に加工直売施設や直営レストランへの集客を
図っているところであるが、より一層の消費者ニーズの把握や
施設、商品の効果的なPRに関して、引き続き支援が必要であ
る。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆重要度は上昇したものの満足度が低下し、「必要性を検討」
となった。既に開発している商品の周知をするための効果的な
PR方法の検討や品揃えの充実を行うことで、市民満足度の向
上を図る必要がある。

◆既存加工品の更なるPRを実施するとともに、商品の開
発、改良に消費者ニーズを取り入れる。
◆漁協の行う事業を支援し、水産物のPRに努めるととも
に、引き続き水産加工品の販路拡大に向けて支援を行う。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、水産加工品の販路拡大の支援を進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、水産加工品の販路拡大の支援を進めること。

水産物の新商品
開発件数

件 A

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

物産展の売上 千円 D

◆宮崎物産協会及び宮崎市特産工芸品協会が主催する物
産展の開催を支援し、販路拡大につなげた。また、ＪＥＴＲＯ
や県の取組み、他県で開催される商談会などの情報を適
宜、事業者へ提供し、積極的な産品ＰＲを促した。
◆香港やシンガポールを中心とした海外展開について現地
視察を行いながら検討を行った。

【H28年度評価コメントへの対応】
①みやざき特産品の販路拡大について、庁内で横断的な検
討を行い、一定の方向性を確認した。

◆これまでの物産展を中心とした取組みでは、真の販路拡大
にはつながらない。また、宮崎物産協会等を中心とした取組み
では、広く市域全体の産業情報を発信することができない。
◆シンガポールでの物産展が中止となり、海外への販路拡大
は方針の転換が必要である。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
「宮崎産品の効果的な発信」についての調査結果によると、
「やや満足している」との回答が多いが、事業者側の満足度は
決して高くないのではないかと考えられる。

◆平成２９年度の新規事業では、これまでの物産展中心
の支援から、商談会やセミナーなど、常設販売を強く意識
した支援へとシフトさせたところであり、市場調査を併行し
て実施しながら、特産品の認知度アップや販路拡大を図っ
ていく。
◆平成28年度の庁内での検討を踏まえて、新たに庁内プ
ロジェクトチームを立ち上げ、農水産物、加工品など幅広
い特産品のＰＲ及び海外を含む販路拡大について戦略の
構築を図る。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、国・県・関係団体と連携を図り、海外展開を図
ること。

【H29年度評価コメント】
①販路拡大については、関係課と情報を共有し、より効果
を得られるよう部局横断的な取組を検討すること。
②引き続き、国・県・関係団体と連携を図り、海外展開を図
ること。

商談会の成約件
数

件 －
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 滞在力

2　重点テーマ（８つの力）を構成する主要施策の取組状況

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

2-1-4-3 567 570 573 576 579 

571 600 585 615 

事業費 299,710 千円

満足度 公園緑地課 フローランテ宮崎指定管理料 194,875

高い 公園緑地課 フローランテ宮崎施設維持事業 3,000

前回との比較
景観課 花と緑のまちづくり啓発事業 4,335

重要度 景観課 花と緑のまちづくり推進事業 95,500

低い 景観課 花のまち「みやざき」インキュベート事業（地方創生） 2,000

前回との比較

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ３　「“げんき”なまちづくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－２　特色ある観光づくりで『滞在力』の向上

分析グラフ

達成度 満足度 重要度

都市整備部 景観課 (70)2595

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

全
体
評
価

○達成度は「順調」。市民意識調査の結果からは、「滞在力」は、引き続き、改善に向けた対応が求められている。
（今後の方向性）
○「東京オリンピック・パラリンピック」や「ラグビーワールドカップ」の開催などを見据えて、国内外からのキャンプ、合宿、各種大会の誘致を推進する。
○みやざき３大ブランドの一つである「ニシタチ」を活用して、周遊性と滞在力の向上に向けた取り組みを推進する。

総事業費（千円）

2,047,654

　　　※１　「重点テーマ（８つの力）の達成度」　・・・・原則、重点テーマ（８つの力）を構成する下表の「主要施策」の達成度「Ａ」と「Ｂ」の占める割合が全体の９０％以上を「順調」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０％以上９０％未満を「概ね順調」、７０％以上８０％未満を「やや遅れている」、７０％未満を「遅れている」とする。
　　　※２　「主要施策の達成度」 ・・・・原則、目標値に対する達成割合が９０％以上を「Ａ」、８０％以上９０％未満を「Ｂ」、７０％以上８０％未満を「Ｃ」、７０％未満の場合を「Ｄ」とする。

順調 やや高い 低い

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

花いっぱい推進事
業参加団体数

団体 A

1

◆ｵｰﾌﾟﾝｶﾞｰﾃﾞﾝ市民見学会やｵｰﾀﾑ・ﾌﾗﾜｰ・ｳｨｰｸ等を通し
て市民に花のまちづくりの啓発を行うとともに、花苗支給等
のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体支援や主要な公園・道路に草花を植栽し、
年間を通して花のあふれるまちづくりを推進した。
◆企業共催による子供向け花育講座の開催や、親子を対
象とした寄せ植え講座開催等により、次世代の活動を支え
る人材育成を行った。
【H28年度評価コメントへの対応】
①その月の誕生花を取り入れた「宮崎市版・365日誕生花ﾌﾗ
ﾜｰポットづくり講座」を毎月場所を変え、合計14回開催し、
508人の参加があった。
②一ツ葉エリアのﾌﾛｰﾗﾝﾃ宮崎や英国式庭園等と連携を図
りながら、「ｵｰﾀﾑ・ﾌﾗﾜｰ・ｳｨｰｸ2016」を開催するとともに、
「春の一ツ葉神話と花めぐり2016」の開催を支援した。

◆各地域で花のまちづくりを推進しているボランティア団
体については、メンバーの高齢化が進んでおり、担い手
不足や団体数の減少などが懸念される。
◆宮崎市版・365日誕生花の普及啓発を図るとともに、
引き続き、一ツ葉エリアが有する地域資源を有効に活用
していく必要がある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆市民の満足度は高いが、重要度は低い状況であるた
め、地域資源活用の観点から、花のあふれるまちづくり
の重要性について、更なる周知・啓発に努めていく必要
がある。

◆ｵｰﾌﾟﾝｶﾞｰﾃﾞﾝ市民見学会やｵｰﾀﾑ・ﾌﾗﾜｰ・ｳｨｰｸ等
の啓発活動により、市民や事業者等の関心を高め、
花のあふれるまちづくりに参加する機運を盛り上げ
ていく。
◆小学生を対象とした寄せ植え講座等の花育活動
により、若い世代の花への関心を高め、将来の担い
手確保につなげていく。
◆ﾌﾗﾜｰﾎﾟｯﾄづくり講座、ｶﾚﾝﾀﾞｰ販売等により、宮崎
市版・365日誕生花の普及啓発を図っていく。
◆花は本市の強みの１つとして貴重な地域資源であ
ることから、講演会や市政出前講座、誕生花カレン
ダー、花回遊マップ等により、花の情報発信に努め
ていく。

【H28年度評価コメント】
①市制１００周年に向け、市内全域で家族単位に
おける誕生花のフラワーポットづくりを進めるこ
と。
②引き続き、一ツ葉エリアのﾌﾛｰﾗﾝﾃ宮崎や英国
式庭園等と連携を図りながら、一ツ葉エリアの地
域資源を掛け合わせた施策を推進すること。

【H29年度評価コメント】
①市制１００周年に向け、市内全域で家族単位に
おける誕生花のフラワーポットづくりを進めるこ
と。
②引き続き、一ツ葉エリアのﾌﾛｰﾗﾝﾃ宮崎や英国
式庭園等と連携を図りながら、一ツ葉エリアの地
域資源を掛け合わせた施策を推進すること。
③フローランテ宮崎を会場としたイベントの事前告
知に努めるとともに、年間を通して来場してもらえ
るよう、新たな魅力創出に向けたリニューアルの
検討を行うこと。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 滞在力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ３　「“げんき”なまちづくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－２　特色ある観光づくりで『滞在力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-1-2-1 5,550 5,550 5,950 6,060 6,170 

5,497 5,845 5,753 6,141 

- - 2,360 2,450 2,540

2,714 2,277 2,208 2,301

- - 741.0 763.0 785.0 

752.7 718.9 722.2 799.1

事業費 653,205 千円

満足度 企画政策課
東九州自動車道ＳＡ・ＰＡ活用ＰＲ
事業

1,760 観光戦略課 外国人誘客みやざきモデル事業（地方創生） 33,000 2,370 公園緑地課
フェニックス自然動物園施設安
全整備事業

20,000

低い 観光戦略課 コンベンション誘致推進事業 26,100 観光戦略課 関西誘客プロモーション事業（地方創生） 19,000 10,000 秘書課 シティプロモーション推進事業（地方創生） 16,000

前回との比較
観光戦略課

コンベンションセールス強化支援
事業

7,000 観光戦略課 青島エリア観光誘客促進事業（地方創生） 15,000 62,835

重要度 観光戦略課 まつり・イベント振興補助事業 10,694 観光戦略課 「宮崎で遊ぼう」観光誘客推進事業 10,500 10,000

やや高い 観光戦略課
まつりえれこっちゃみやざき開催
支援事業

18,300 観光戦略課
手ぶら観光周遊利用促進事業（地方創
生）

4,000 3,000

前回との比較
観光戦略課 記紀編さん１３００年記念事業 13,500 観光戦略課 フラおもてなし誘客推進事業（地方創生） 2,000 297,300

観光戦略課
「みやざきランタンナイト」開催支援事
業

2,500 観光戦略課 木崎浜管理費 1,580 66,766

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-1-2-3 82,000 84,000 150,000 150,000 150,000

128,600 133,900 132,400 未確定

事業費 309,750 千円

満足度 企画政策課
東京オリンピック・パラリンピックホスト
タウン事業（地方創生）

3,000
スポーツランド
推進課 プロ野球宮崎キャンプ受入事業 66,000 18,500

スポーツランド推
進課

三球シャトル運行支援事業（地
方創生）

1,900

高い スポーツランド
推進課

宮崎市観光協会スポーツイベント補助
事業

35,000
スポーツランド
推進課 プロスポーツ受入団体補助事業 37,800 7,000 公園緑地課

国際海浜エントランスプラザ多
目的広場高度管理事業

2,250

前回との比較 スポーツランド
推進課

プロ野球公式戦等開催支援事業（地
方創生）

2,000
スポーツランド
推進課

みやざきフェニックス・リーグ開催支援事
業（地方創生）

37,000 5,000
スポーツランド推
進課

清武総合運動公園テニスコート
屋根借上事業

27,000

重要度
スポーツランド
推進課 ゴルフマンスキャンペーン事業 8,600

スポーツランド
推進課

東アジアリトルシニア野球大会開催支援
事業

7,000 10,000

やや低い スポーツランド
推進課 観光スポーツイベント歓迎装飾事業 6,800

スポーツランド
推進課

球春みやざきベースボールゲームズ開
催支援事業

21,000 500

前回との比較 スポーツランド
推進課 スポーツ等合宿受入事業 6,400

スポーツランド
推進課

アクサレディスゴルフトーナメント開催支
援事業

5,000 2,000

観光商工部 観光戦略課 （70）3612

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

＊目標値は、H２７から観光振興計画の目標値で設定

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

観光戦略課 道の駅フェニックス管理運営事業

観光戦略課
ホテル・旅館等施設整備推進事業
（地方創生）

観光戦略課 宮崎市観光協会補助継続実施事業

観光戦略課 教育旅行補助事業

観光戦略課 フラプロモーション推進事業

公園緑地課 フェニックス自然動物園リニューアル事業

公園緑地課 フェニックス自然動物園指定管理料

観光商工部 スポーツランド推進課 (70)3733

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）
スポーツランド推
進課 スポーツ大会誘致推進事業

スポーツランド推
進課 青島太平洋マラソン開催支援事業

スポーツランド推
進課

東京オリンピック・パラリンピック等
事前合宿誘致事業（地方創生）

スポーツランド推
進課

読売ジャイアンツ宮崎キャンプ６０
周年記念事業

スポーツランド推
進課

春季ベースボールキャンプ支援事
業

スポーツランド推
進課

トライアスロンＷ杯宮崎大会開催支
援事業（地方創生）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

年間観光入り込み客
数
【目標及び実績値は、
前年１月～１２月】

千人 A

宿泊者数
【目標及び実績値は、
前年１月～１２月】

千人 A

観光消費額
【目標及び実績値は、
前年１月～１２月】

億円 A

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

年間スポーツ合宿
宿泊者数

人 －

◆オリンピックに関しては、ドイツ陸上競技連盟の東京オリ
ンピック競技大会前の事前合宿地として選定された。また、
日本陸連による男子短距離強化合宿が本市で初めて開催
された。
◆2019年ラグビーワールドカップ開催に向け、事前合宿実
施にむけ、イングランドラグビー協会に対して、県知事、市長
によるトップセールスを行った。
◆プロスポーツキャンプに関しては、韓国プロ野球ハンファ・
イーグルス、Ｖ・ファーレン長崎が新たに春季キャンプを実施
した。

【H28年度評価コメントへの対応】
①上記のとおり。
②上記のとおり。

◆東京オリンピック・パラリンピックを見据えた、事前合宿の誘
致は地域間での競争が激しくなっている。
　今後、事前合宿実施の際には、各競技団体からハード・ソフ
ト面の支援を求められることも予想される。
◆今年度から生目の杜運動公園陸上競技場の改修工事を実
施するにあたり、これまで春季キャンプを実施していた、Ｊリー
グ2ﾁｰﾑの受入ができなくなる。
　これらの2ﾁｰﾑを今年度も本市で春季キャンプを実施してもら
うための、グラウンド等の調整が必要となる。

◆本市の充実した施設や、これまで培ってきた合宿受入
実績を活かし、関係団体等と連携を図りながら、事前合宿
の誘致活動をすすめるとともに、各競技団体のニーズを把
握し、可能な限りの受入態勢の充実を図る。
◆Ｊリーグチームのキャンプを今後も継続して受入をする
ため、観光協会や宿泊施設とも連携し、受入態勢の充実
を図る。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、2020年東京オリンピック・パラリンピックを
見据え、国内外からキャンプ、合宿、各種大会の誘致
に取り組むこと。
②引き続き、プロスポーツキャンプ誘致や継続に向け
た取組を推進すること。

【H29年度評価コメント】
①2020年東京オリンピック・パラリンピックに加えて、
2019ラグビーワールドカップも見据えて、国内外からの
キャンプ、合宿、各種大会の誘致に取り組むこと。
②生目の杜運動公園陸上競技場の改修に伴うグラウ
ンド等の調整を適切に行い、プロスポーツキャンプの継
続や誘致に向けた取組を推進すること。
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◆神話ラッピングバスによるキャンペーン隊のＰＲ活動やテ
レビ番組の制作等により、神話の魅力を全国に発信した。
◆宮崎神宮大祭において、神武東征をイメージしたプロジェ
クションマッピングによる新たな夜の賑わいを創出した。
◆北九州市・別府市・大分市をはじめ、関西航路を持つフェ
リー４社と連携し、初めて東九州を周遊する旅行商品（H29.4
～11）を造成した。
◆韓国・台湾をターゲットに、旅行商品の造成支援に併せ、
中心市街地の飲食店やタクシーで使えるクーポンを発行し、
目標6,000人泊に対し6,819人泊の実績を上げた。
◆新たに香港をターゲットに加え、旅行商品の造成支援等
を行う事業の拡充を図った。
◆空港を拠点に、手荷物の一時預かりや配送、一ッ葉・青
島を結ぶ路線バスの運行など、「手ぶら観光」の推進体制を
整備した。
◆宮崎ならではの観光体験メニュー「宮崎で遊ぼうクーポ
ン」付きの旅行商品を造成した。
【H28年度評価コメントへの対応】
①～③上記のとおり。

◆宿泊者数の達成度が低い状況を踏まえ、ターゲットを
絞り、宮崎の強みを組み合わせた効果的な誘客プロモ
－ションを展開する必要がある。
◆宮崎ならではの観光資源の発掘・磨き上げを行い、個
人旅行客の需要を喚起し、リピーターの獲得を図る必要
がある。

◆カーフェリーの神戸航路、格安航空の就航、東九
州自動車道の開通など、関西からの交通アクセスの
充実を捉え、関西を重点エリアとし、観光事業者と連
携し、更なる誘客を図る取組を推進していく。
◆大学や留学生、関係部署と連携し、宮崎ならでは
の観光資源の磨き上げを積極的に推進していく。

【H28年度評価コメント】
①神武天皇崩御2600年関連の取組や東九州自動車道
の宮崎～北九州までの全線開通を踏まえた取組を進
めること。
②台湾・韓国からの外国人誘客を図るための旅行商品
の造成に向けた新規事業の取組を進めること。
③香港についても、外国人誘客を図るための取組を進
めること。

【H29年度評価コメント】
①インバウンドを含め、リピーターの目的やニーズから
宮崎の強みを分析し、ターゲットを絞った効果的な取組
を進めること。
②観光素材「ニシタチ」を活用して、滞在に結びつける
取組を検討すること。
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高
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↓

低
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度
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高

↑

↓

低

低 ← → 高満足度

積極的
に対応

現状
維持

重
要
度

必要性
を検討

改善を
検討



1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 滞在力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） ３　「“げんき”なまちづくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－２　特色ある観光づくりで『滞在力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-1-2-4 833 860 888 900 915 

839 912 861 901 

事業費 44,200 千円

満足度 観光戦略課 青島白浜海水浴場開設・運営費 16,900

低い 観光戦略課 青島白浜海水浴場施設整備事業 6,300

前回との比較
観光戦略課 青島地域活性化プロジェクト推進事業 1,000

重要度 観光戦略課 青島ビーチ魅力アップ事業（地方創生） 20,000

やや低い

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

5-2-2-2 － － 722,000 722,000 740,000

681,213 689,757 720,538 742,149

60 67 67 67 74

67 62 75 73

事業費 740,789 千円

満足度
スポーツランド
推進課 清武総合運動公園指定管理料 110,000

スポーツランド
推進課 生目の杜運動公園整備事業 24,000

高い スポーツランド
推進課 青島パークゴルフ場改修事業 1,868

スポーツランド
推進課 生目の杜運動公園陸上競技場改修事業 340,000

前回との比較 スポーツランド
推進課

総合体育館及び宮崎中央公園テニス
コート指定管理料

49,956
スポーツランド
推進課 清武総合運動公園施設改善事業 4,600

重要度
スポーツランド
推進課

久峰総合公園及び佐土原武道館指定
管理料

43,279

低い スポーツランド
推進課 青島パークゴルフ場指定管理料 7,700

前回との比較 スポーツランド
推進課 生目の杜運動公園指定管理料 159,386

観光商工部 観光戦略課 （70)3612

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

観光商工部 スポーツランド推進課 （70)3733

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

青島神社観光入り込
み客数
【目標及び実績値は、
前年１月～１２月】

千人 A

NO.
主要
施策

主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

施設利用者数（生目、
清武、久峰、総合体
育館、あおパゴ）

人 A

◆指定管理者及び関係課と連携し、生目の杜運動公園アイ
ビースタジアム・第２野球場の改修、清武総合運動公園テニ
スコート・園路外灯改善、青島パークゴルフ場改修などの施
設整備を実施した。
◆計画的な整備を実施したことにより、プロ・アマキャンプの
定着化が図られるとともに、各種大会の実施、施設利用者
数が増加している。

【H28年度評価コメントへの対応】
①上記のとおり。

◆多くの施設が老朽化しており、利用者のニーズ把握に努め
るとともに、安全かつ衛生的な施設維持の観点から、改めて整
備（改修・補修）の優先度を決定していく必要がある。
◆施設整備は、「スポーツランドみやざき」の推進の基盤となる
ため、各種大会、プロ・アマキャンプ等の受け皿として、適正か
つ的確に整備計画を立て実行していく必要がある。

◆指定管理者との調整を実施するなど連携を図るととも
に、施設維持に係る関係課、関係団体と協議し、連携を図
りながら優先度を付した長寿命化整備計画を立てる。
◆上記の長寿命化整備計画とともに、「スポーツランドみ
やざき」の基盤整備とを融合し、スポーツ施設整備を計画
的に実施する。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、2020年東京オリンピック・パラリンピックに
伴う国内外からのキャンプや合宿及びプロスポーツ
キャンプの誘致・定着に向け、施設の適切な維持補修
や計画的な整備を行うこと。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、2020年東京オリンピック・パラリンピックや
2019ラグビーワールドカップに伴う国内外からのキャン
プや合宿及びプロスポーツキャンプの誘致・定着に向
け、施設の適切な維持補修や計画的な整備を行うこ
と。

県外からの参加者が見
込まれる大会開催数（生
目、清武、久峰、総合体
育館、あおパゴ）

回 A

4

◆青島・白浜海水浴場の適正な管理・運営を行うとともに、
「渚の交番プロジェクト実行委員会」を実施主体とした、青島
ビーチパークを28年度はゴールデンウィークから9月末まで
開設し、タブロイドや雑誌等のメディア、SNS等を活用した効
果的な情報発信を行い、多くの来場者で賑わった。
◆旧橘ホテル跡地の開発にむけて、市場調査（サウンディン
グ）を実施し、開発可能性を確認したうえで、公募に向けた
検討作業を行い3月末で募集要項を策定した。

【H28年度評価コメントへの対応】
①青島ビーチパークの老朽化した施設の更新や日陰対策
等による、居心地の良さを優先した環境整備
②将来ビジョンの検討を踏まえた上で、旧橘ホテル跡地の
活用について検討（検討状況については上記のとおり。）

◆青島ビーチパークにおいては、期間の延長やSNS等を活用
した情報発信により、多くの来場者で賑わったものの、更なる
魅力向上に努め、周辺施設や各種団体と連携した観光誘客を
展開していく必要がある。
◆旧橘ホテルについては、開発事業者の公募を開始しており、
公募手続きを円滑に進めるとともに、青島のブランド力の向上
を図ることのできる事業者を選定することが求められている。

◆「第三次宮崎市観光振興計画」においても、次世代につ
なぐ観光地「青島」づくりを重要な戦略の一つとして位置づ
けており、関係機関や団体、地元住民とも連携しながら、
青島の観光素材の磨き上げや「青島」を支える人材育成
に努め、観光振興による青島地域の活性化につながる施
策を積極的に展開していく。
◆29年度は、青島ビーチパークの運営方法の見直しによ
り魅力アップを図るとともに、橘ホテル跡地の開発事業者
を適切に選定し、開発事業を推進する。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、青島の素材の磨き上げや効果的な情報
発信を行い、観光地青島の創出を図ること。
②あわせて青島地区の将来構想をとりまとめること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、青島の素材の磨き上げや効果的な情報
発信を行い、観光地青島の創出を図ること。
②旧橘ホテル跡地を活用した観光開発の取組を推進
し、ブランド力の向上を図ること。

青
島
地
域
の
活
性
化
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 経済力

2　重点テーマ（８つの力）を構成する主要施策の取組状況

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

2-2-2-1 58,920 61,790 64,660 67,530 70,400

57,540 62,747 56,865 66,081

事業費 46,160 千円

満足度 商業労政課 中心市街地活性化対策事業 5,290 商業労政課 みやざき創業サポート事業（地方創生） 17,000

低い 商業労政課 光で彩る街並事業 7,100 商業労政課
まちなか活性化プランコンテスト開催事
業（地方創生）

800

前回との比較
商業労政課 みやざき国際ストリート音楽祭開催補助事業 3,000

重要度 商業労政課
中心市街地コワーキングスペース設
置等補助事業（地方創生）

1,350

やや低い 商業労政課 大街市祭等開催支援事業 1,200

前回との比較
商業労政課

まちなか業務機能集積推進モデル事
業（地方創生）

10,420

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－３　雇用創出で『経済力』の向上

分析グラフ

達成度 満足度 重要度

観光商工部 商業労政課 （70）3471

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

全
体
評
価

○達成度は「順調」。市民意識調査の結果からは、「経済力」は、積極的な対応が求められている。
（今後の方向性）
○中心市街地の活性化及び雇用の拡大を図るため、官民一体となって、クリエイティブ産業のマチナカへの誘致や出店支援を推進する。
○交流人口の流入、農林水産物や加工品、製造部品などの移出が増えるよう、官民一体となって交通・物流戦略に沿った施策を推進する。

総事業費（千円）

650,140

　　　※１　「重点テーマ（８つの力）の達成度」　・・・・原則、重点テーマ（８つの力）を構成する下表の「主要施策」の達成度「Ａ」と「Ｂ」の占める割合が全体の９０％以上を「順調」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０％以上９０％未満を「概ね順調」、７０％以上８０％未満を「やや遅れている」、７０％未満を「遅れている」とする。
　　　※２　「主要施策の達成度」 ・・・・原則、目標値に対する達成割合が９０％以上を「Ａ」、８０％以上９０％未満を「Ｂ」、７０％以上８０％未満を「Ｃ」、７０％未満の場合を「Ｄ」とする。

順調 低い やや高い

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

歩行者通行量 人 A

1

【H28年度評価コメントへの対応】
①食の魅力を活かした「街市」や、市民参加型の「みやざき
国際ストリート音楽祭」等が開催され、一定の賑わいが創出
された。
②高千穂通に開設したインキュベーションルームのマネ
ジャーに(株)ヒトメディアを迎え、創業支援の拡充に努めた。
また、宮崎大学が若草通にH29.2月にまちなかキャンパスが
開設され、産学官の連携する拠点が生まれた。さらに、“マ
チナカ3000”の推進を図るため、雇用拡大推進会議やクリエ
イティブシティプロジェクトの中で、その方策を検討した。

◆イベント開催時には賑わいが創出されるが、平常時の賑わ
いに結びついていない。昼間人口を増やしていくために産業集
積を推進するうえでも、中心市街地の魅力向上を図っていく必
要がある。
◆雇用を拡大していくことで、新たな消費が生まれ、経済を活
性化させるという“マチナカ3000”を啓発するとともに、まちなか
の経済活性化をさらに充実させるため、誘致企業と地元商店
街との連携強化を検討する必要がある。

◆引き続き、多様な主体の関わりを意識し、中心市街地で
のイベント開催等を支援する。
◆誘致企業と地元商店街等との意見交換会の開催を検
討し、連携強化を図る方策を模索する。
◆次期中心市街地活性化基本計画の策定の中で、中心
市街地の魅力向上策を検討する。
◆まちなかキャンパスの活用についても、検討していく。

【H28年度評価コメント】
①まちなかで、食や観光、スポーツ、文化などを生かし
た取組を推進し、にぎわい創出につなげること。
②産学官が連携し、創業、企業の支援や、子育て環境
の整備など、「”マチナカ3000”雇用拡大の推進」に向け
た取組を進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、まちなかで、食や観光、スポーツ、文化な
どを生かした取組を推進し、にぎわい創出につなげるこ
と。
②”マチナカ3000”プロジェクトの取組を推進するととも
に、雇用拡大を消費に結びつける取組や支援につい
て、関係団体・機関等と検討を行うこと。
③”マチナカ3000”プロジェクトの取組を進め、次期中心
市街地活性化基本計画の策定を進めること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 経済力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－３　雇用創出で『経済力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-2-1-2 20.0 19.5 19.0 19.0 17.0

19.7 20.8 20.0 17.5

50 50 50 50

50 58 42

事業費 15,340 千円

満足度 商業労政課 魅力ある商店街づくり助成事業 3,500

低い 商業労政課 地域のにぎわい創出支援事業 8,000

前回との比較
商業労政課 市街地活性化モデル事業 1,700

重要度 商業労政課 空き店舗活用促進事業（地方創生） 2,140

やや低い

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-2-2-2 5 5 5 4 4

4 3 4 3

事業費 1,500 千円

満足度 工業政策課
中小企業ものづくり活性化事業
（地方創生）

1,500

やや低い 農政企画課 みやＰＥＣ推進機構運営事業【再掲】 23,100

前回との比較
農政企画課 宮崎市版６次産業化実現事業【再掲】 4,000

重要度

低い
前回との比較

観光商工部 商業労政課 (70)3622

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

観光商工部 工業政策課 （70）3631

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

中心市街地におけ
る空き店舗率

％ A

◆各商店街が実施するイベント等の開催支援により、にぎ
わいの創出、高校生等との連携など、一定の成果は出てい
る。また、一番街のプロモーションビデオによるＰＲなど、新
たな取組みも見られたほか、街路灯のＬＥＤ化や防犯カメラ
の設置など安心安全な商店街づくりも進んでいる。
商店街と連携した空き店舗解消に向けた取組みにより、中
心市街地の空き店舗数は減少傾向にある。

【H28年度評価コメントへの対応】
①「空き店舗活用促進事業」の対象者に限定せず、中心市
街地での新規出店希望者を積極的に支援した。

※指標のうち「年度末における宮崎県内主要経済指標」は、
月によって変動が著しく、指標として適切でないため廃止。

◆イベントによるにぎわい創出での取組みだけでは、継続した
商店街の活性化に必ずしもつながっていない。また、イオン
モール増床等を控え、商店街の更なる活性化に向けた対策が
求められる。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆「既存商店街の整備・活性化」に関する市民意識調査結果
からは、市民の商店街に対する期待の高さが伺えるので、市
民ニーズに沿った商店街の環境整備やサービス向上が課題と
言える。

◆にぎわいを創出を図るイベント開催の支援や、空き店舗
解消に向けた取組みは継続して行い、郊外の大型店には
ない魅力と活気のある商店街づくりを支援していく。

◆平成２９年度中に策定予定の次期商業振興ビジョンに
おいて、関係団体等の意見を十分に反映させながら、商
店街の活性化への取組みとして、どこに力点を置くかべき
についてしっかり整理していく。

【H28年度評価コメント】
①「”マチナカ3000”雇用拡大の推進」に向けて、中心
市街地の空き店舗に新規で出店する店舗の支援を行
うこと。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、「”マチナカ3000”プロジェクト」に向けて、
中心市街地の空き店舗に新規で出店する店舗の支援
を行うこと。

年度末における宮
崎県内主要経済指
標

％ －

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

連携の実績数 社 C

◆宮崎大学工学部との共同研究（遮熱塗装、防犯画像解析
システム）など、産学官連携を推進した。

【H２８年度評価コメントへの対応】
　上記のとおり。

◆産学官連携は、企業のニーズと研究機関の研究成果が結
びつかないと難しい面がある。

◆大学等研究機関に事業の周知を図り、企業と研究機関
との連携を推進する。

◆関係機関と連携し、みやざき産品の販路拡大について
研究する。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、企業、研究機関、関係機関（みやＰＥＣ含
む）と連携し、更なるマッチングが図られないか、具体
的に進めること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、企業、研究機関、関係機関（みやＰＥＣ含
む）と連携し、更なるマッチングが図られないか、具体
的に進めること。
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1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 経済力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－３　雇用創出で『経済力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-3-1-1 0.80 0.90 0.90 1.00 1.00

0.80 0.92 1.04 1.35

事業費 38,810 千円

満足度 商業労政課 認定職業訓練助成事業 2,880

低い 商業労政課 就職マッチング推進事業 2,150

前回との比較
商業労政課 女性の就労支援事業（地方創生） 3,400

重要度 商業労政課
みらい・ときめきワークライフ推進事業
（地方創生）

30,380

やや高い

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-3-2-1 210 221 243 263 294

217 237 257 278

事業費 407,380 千円

満足度 工業政策課 企業立地奨励金交付事業 400,000

低い 工業政策課 企業誘致事業 4,880

前回との比較
工業政策課 県央地区企業立地促進事業 2,500

重要度 企画政策課 宮崎みなとまつり開催事業【再掲】 7,300

やや高い 企画政策課 宮崎港物流活性化支援事業【再掲】 1,500

前回との比較
企画政策課 宮崎港振興協会運営事業【再掲】 1,000

観光商工部 商業労政課 （70）3629

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

観光商工部 工業政策課 (70)3630

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

宮崎公共職業安定所
管内有効求人倍率

倍 A

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

誘致企業数（累
計）

社 A
◆企業訪問をはじめとする誘致セールスや立地後の奨励制
度により企業誘致を推進した。
◆中心市街地へのＩＣＴ関連企業の集積が進んだ。
◆航空機産業関連企業の誘致を行った。
◆平成２８年度の立地企業数は、２１社であった。

【Ｈ２８年度評価コメントへの対応】
①オフィスビル建設促進事業を推進し、数件の検討を行っ
た。

◆ＩＣＴ関連企業のニーズを満たす一定規模のオフィスビルが
少なくなっている。

◆中心市街地におけるＩＣＴ関連企業の集積のためには、
オフィスビルの建設を引き続き支援する必要がある。
　また収容能力が低下している現状があるため、集積をめ
ざす範囲を見直す必要がある。

◆航空機産業をはじめ成長が見込まれる産業に関連する
企業の誘致のため、奨励制度の見直しを検討する必要が
ある。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、中心市街地へのＩＣＴ関連企業の誘致を推
進するため、企業ニーズにマッチしたオフィス環境の整
備を促進すること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、中心市街地へのＩＣＴ関連企業の誘致を推
進するため、企業ニーズにマッチしたオフィス環境の整
備を促進すること。

4

◆「ﾏﾁﾅｶ3000の推進」「若者の地元定着」「ＩＪＵ促進」を実施
計画とした雇用対策推進協定を平成２８年１１月に宮崎労働
局と締結し、本市における雇用の課題に国と一体的に取り
組む基盤を整備した。
◆職業訓練を行う宮崎高等技術専門校の支援を行い技能
者の育成を図った。
【H28年度評価コメントへの対応】
①アプリ「２０do」の運用を開始し、本市で活躍する若者など
の姿や、魅力ある企業情報と併せ、本市でのワークライフの
優位性の情報（働きやすさ、暮らしやすさ）を配信するととも
に、本市内や大都市圏で若者の地元定着、還流を促すイベ
ントを開催した。
②国や県及び関係団体と連携し、就職説明会や企業と学校
との情報交換会を開催するとともに、地域産業のニーズに
即した人材を育成する講座等を実施し、就業のミスマッチを
解消する取組を行った。
③高千穂通りに設置したインキュベーションルームにイン
キュベーションマネージャーを配置し、創業支援を行った。ま
た、出産、育児等で一旦離職した女性求職者の再就職を促
進するセミナーを開催した。
④昨年度に引き続き、シルバー人材センターが行う派遣事
業の支援を行った。

◆企業誘致が推進され、雇用の場の拡大は図られているもの
の、新規高卒者の県外流出が多いなど、若年層の地元定着が
図られていない。
◆有効求人倍率から見る雇用情勢は改善されているが、大都
市圏に若年層をはじめとする労働力が吸引され、地元企業の
人材不足が深刻な問題となっている。
◆人口減少社会の中で、出産、育児等で一旦離職した潜在的
な女性の労働力や、定年退職を迎えた高齢者の労働力の活
用が生産人口を確保する上で喫緊の課題である。
【市民意識調査結果を踏まえた課題】
有効求人倍率は1倍を超え上昇している一方、若年者の職場
定着が図れていない現状であり、就職のミスマッチを防ぐ取組
や、建設業等を中心とする人材不足、技能の継承を促進する
取組が喫緊の課題である。

◆雇用対策推進協定を締結した宮崎労働局をはじめ、
県、関係団体と連携を進め、就業のミスマッチ解消を図る
事業を実施するとともに、アプリ「２０do」を活用した若年者
の地元定着、大都市圏からの人材の還流の取組を推進す
る。
◆早期段階から若年層に対して、本市でのワークライフや
地元企業、誘致企業の優位性を伝える事業を実施する。
◆女性労働力の活用や、高度な人材育成を図る事業を継
続して実施する。
◆「みやざき創業サポート事業」を推進し、就労支援のみ
ならず、起業する人への支援にも注力する。
◆テレワークや短時間勤務等など、多様な「新しい働き
方」に向けた取組を推進し、労働力の確保を図る。

【H28年度評価コメント】
引き続き、
①若者の地元定着を図るための取組を検討すること。
②就業のミスマッチを解消する取組を検討すること。
③若者や女性を中心とした創業支援を促進すること。
④多様な就業形態に対応した環境整備に関する支援
について検討すること。

【H29年度評価コメント】
引き続き、
①若者の地元定着を図るための取組を検討すること。
②就業のミスマッチを解消する取組を検討すること。
③女性求職者の再就職支援の取組を進めること。
④多様な就業形態に対応した環境整備に関する支援
について検討すること。

宮
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就労支援、職業能力開発・向上の支援

高

↑

↓

低

低 ← → 高満足度

積極的
に対応

現状
維持

重
要
度

必要性
を検討

改善を
検討

企業誘致の推進

高

↑

↓

低

低 ← → 高満足度

積極的
に対応

現状
維持

重
要
度

必要性
を検討

改善を
検討



1　重点テーマ（８つの力）の評価と方向性 経済力

戦略プロジェクト（４０万人スクラムプロジェクト） １　「将来を担う”ひと”づくり」戦略プロジェクト 重点テーマ（８つの力） ３－３　雇用創出で『経済力』の向上

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-3-2-2 2,505 2,984 3,578 4,356 6,162

2,804 3,318 4,096 5,129

事業費 116,600 千円

満足度 工業政策課 ＩＣＴ産業活性化事業（地方創生） 5,000

低い 工業政策課
高度ＩＣＴ技術者雇用促進事業（地方
創生）

11,600

前回との比較
工業政策課 地域産業設備投資等支援事業（地方創生） 100,000

重要度 工業政策課 企業誘致事業【再掲】 4,880

高い 工業政策課 県央地区企業立地促進事業【再掲】 2,500

前回との比較

内線

H25 H26 H27 H28 H29 単位 達成度

4-2-3-1 7,118 7,392 7,665 7,938 8,212

4-2-3-2
7,142 7,438 7,789 7,280

― ― 2,871 3,015

2,660 2,815 2,851 2,944

― ― ― 296 300

― ― 299 306

― ― 2,877 2,877

2,715 2,759 2,609 2,630

事業費 25,850 千円

満足度 満足度 企画政策課 宮崎みなとまつり開催事業 7,300

やや高い 低い 企画政策課 宮崎港振興協会運営事業 1,000

前回との比較 前回との比較
企画政策課 宮崎港物流活性化支援事業 1,500

重要度 重要度 企画政策課
宮崎ブーゲンビリア空港国際航空便利
用促進事業（地方創生）

6,000

やや高い 高い 企画政策課
長距離フェリー輸送力強化対策支援事
業（地方創生）

9,600

前回との比較 前回との比較
企画政策課 宮崎港物流戦略支援事業 450

観光商工部 工業政策課 (70)3630

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

企画財政部 企画政策課 (70)2464

達成度（上段；目標、下段；実績）

指標

平成２８年度市民意識調査 平成２９年度当初予算事業（単位；千円）

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

新規雇用者数（累
計）

人 A

NO. 施策
主な取組の内容及び成果（28年度の戦略推進会
議ｺﾒﾝﾄへの対応結果も併せて記述）

課題
（市民意識調査結果も参照して記述）

課題を踏まえた方向性
主要施策に対する評価コメント

（戦略推進会議）

宮崎港の取扱貨物
量（前年１～１２月
の数値）

千ｔ A

宮崎空港利用者数
(1月～12月/観光統計）

千人 A

宮崎空港利用者数
（4月～12月/県総合交
通課調べ）

万人 A

JR主要駅乗車数
（宮崎駅、南宮崎駅、宮
崎空港駅、青島駅）

千人 A

6

◆ＩＣＴ関連産業の人材確保のため、ＩＣＴ関連企業連絡協議
会を支援する。

◆　新規雇用者数は、前年度実績を上回った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　７７８人　⇒　１，０３３人　）

【H２８年度評価コメントへの対応】
①中心市街地での新たな企業の立地や既存企業の規模拡
大について支援した。
②県の北部九州フロンティアオフィスを活用し、受注にい
たった市内企業があった。

◆有効求人倍率が１倍を超えた。業種によっては人材確保に
苦慮している企業もある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
　求人は増えているものの満足度は低いまま推移している。雇
用に対する市民意識は高いものと推察される。

◆ＩＣＴ関連企業で働く人材を確保するため、人材育成や
広報活動などを進める。

◆中核的企業の経営安定化を図り、雇用の維持拡大を促
進する。

【H28年度評価コメント】
①産学官で連携し、創業、企業の支援や、子育て環境
の整備など、「”マチナカ３０００”雇用拡大の推進」に向
けた取組を進めること。
②東九州自動車道の北九州までの開通を受け、県と
連携し、事業強化を図ること。

【H29年度評価コメント】
①産学官で連携し、創業、企業の支援や、子育て環境
の整備など、「”マチナカ３０００”雇用拡大の推進」に向
けた取組を進めること。
②東九州自動車道の北九州までの開通を受け、県と
連携し、事業強化を図ること。

雇
用
の
場
の
創
出
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◆交通･物流戦略に基づき、港や空港を核とした事業に取組んだ。
　長距離ﾌｪﾘｰ神戸就航を機に県と連携した旅客対策を実施し、大
阪航路と比較して旅客数は順調に増加（H27年18.4%増，H28年
15.0%増）。29年度からは「貨物」を中心とした新たな施策を行うため
当初予算に反映した。
　空港についてはｱｼｱﾅ航空の冬季増便を実現(12月-3月 外国人
利用者3,573人）。また航空貨物輸出支援事業の利用は27年度輸
送重量234Kgの約35倍にあたる8,224kgの貨物利用となった。
　ＪＲはH27年11月に県と連携しICカード導入の支援を行った以降
主要駅の利便性向上が図られている。なお、株式上場以降、駅別
乗車数の公表は行わない方針のため、H29以降の数値は対象外と
する。

【H28年度評価コメントへの対応】
商業労政課・農政企画課・観光課・みやPEC推進機構等の関係部
局に加え、運航事業者や運送事業者などの民事業者と連携を図り
ながら、各種事業に取組んだ。

◆関西や関東などの大消費地から遠方に位置する本市にとってトラッ
クドライバーの労働環境や人材不足への対応が喫緊の課題となって
おり、長距離フェリーを活用したモーダルシフトをはじめ、効率的な輸
送手段の維持･拡大を図る必要がある。

【市民意識調査結果を踏まえた課題】
◆空港、港等の物流機能の充実について、満足度・重要度ともに増加
傾向であるが、本市産業の活性化を図るためにも、更なる機能強化を
図る施策を実施する必要がある。
◆高速道路など幹線道路の整備については、東九州自動車道（北九
州-宮崎）に伴い交通量が増加。物流などの安定輸送を実現する上で
も暫定2車線の4車線化や休憩所等の設置など、県や沿線自治体と連
携した取組みを行う必要がある。

◆効率的輸送手段の確立など、フェリー運航事業者やトラック輸
送事業などの関係事業者との意見交換や検討を行いながら、効
果的な取組みを着実に推進していく。
◆本市中心部に近接する宮崎港や宮崎空港を核とした利用促進
策を今後も発展的に継続させていく。
◆宮崎県や東九州道沿線自治体と連携し、東九州道の安全性や
利便性の向上策についての取組みを推進していく。

【H28年度評価コメント】
①引き続き、関係部局と連携し、交流人口の流入、農
林水産物や加工品、製造部品などの移出が増えるよ
う、官民一体となって交通・物流戦略に沿った施策を推
進すること。

【H29年度評価コメント】
①引き続き、関係部局と連携し、交流人口の流入、農
林水産物や加工品、製造部品などの移出が増えるよ
う、官民一体となって交通・物流戦略に沿った施策を推
進すること。
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空港、港等の物流機能の充実

高
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低

低 ← → 高満足度

積極的
に対応

現状
維持

重
要
度

必要性
を検討

改善を
検討

高速道路や国道、県道など幹線道路の整備

高

↑
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低

低 ← → 高満足度
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